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医療・介護等分科会 中間整理 


 


 「日本再興戦略（平成２５年６月１４日閣議決定）」では、健康長寿産業を戦


略的分野の一つに位置付け、健康寿命延伸産業や医薬品・医療機器産業などの


発展に向け、数多くの施策を掲げた。さらに、医療介護分野について、「制度の


設計次第で巨大な新市場として成長の原動力になり得る分野である。」とした上


で、「どう成長市場に変え、質の高いサービスを提供するか、制度の持続可能性


をいかに確保するかなど、中長期的な成長を実現するための課題が残されてい


る。」とした。 


当分科会は、この「残された課題」への対応を検討するとともに、再興戦略


中の関連施策をフォローアップすべく、9月末以来 6回の会合を重ねてきた。医


療介護分野は、高齢化の進展に伴い今後確実に「市場規模」が拡大するという


意味では「成長市場」であるが、他方、医療、介護を含む社会保険が現在、巨


額の後代負担を生みながら運営を行っていることは、制度の持続可能性等の観


点から大きな問題であり、社会保障制度改革国民会議等で指摘されている諸々


の制度改革を速やかに実施していく必要がある。 


国民ニーズにかなう質の高い医療介護サービスを持続可能な形で提供しつつ、


経済成長にも資するという理想的な姿を実現するためには、 


１．公的保険内におけるサービス提供体制が合理化し、医療介護の質と生産性


の向上が同時達成されること、 


２．予防への取り組みや高齢者の生活支援サービスなど公的保険外のヘルスケ


ア関連産業の活性化が図られること、 


３．公的保険対象分野について、国民ニーズ、制度の持続可能性及び公的保険


外のヘルスケア関連産業活性化等の観点から不断の見直しを行うこと 


４．公的保険内の効率化、公的保険外のヘルスケア関連産業活性化及び臨床研


究の推進に資する医療介護分野の ICT 化が促進されること、 


といった課題に取り組む必要がある。 


これら 4 分野それぞれで今後実施していくべき具体的施策等について、中間


整理として以下の通りとりまとめた。今後、これらの施策等について更に議論


を深めるとともに、再興戦略で掲げた施策とあわせて、実施状況をフォローア


ップしていく。その際、健康医療戦略推進本部や IT 総合戦略本部、規制改革会


議等とも適切な連携を図る。 


 


１．効率的で質の高いサービス提供体制の確立 


＜目指すべき姿＞ 


効率的で質の高い医療・介護サービス提供体制を確立していくことを前提と
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しつつ、医療介護分野のイノベーションや国際展開の担い手を育てていくこと


も視野に入れると、人材、設備、知識基盤等を効率的に集約し、グループ運営


や他産業との連携を容易にすること、設備投資等に必要な資金調達を円滑化す


ることなどにより、意欲ある病院や社会福祉施設が経営を自発的に効率化・高


度化していく環境を整備していくことが必要である。 


また、社会保障制度改革国民会議の報告書において、現状の医療・介護等の


提供体制については、病床機能の分化が不十分であり、急性期治療を経過した


患者を受け入れる入院機能や住み慣れた地域や自宅で生活し続けたいというニ


ーズに応える在宅医療や在宅介護が十分には提供されていないなどの問題が指


摘されている。国民が医療や介護が必要になっても、適切なケアが受けられ、


安心して住み慣れた地域での暮らしを続けられるよう、医療・介護等の提供体


制を「病院・施設完結型」から「地域完結型」へ転換することが喫緊の課題で


あり、このため、地域内の医療・介護サービス提供者の機能分化や連携の推進


等に向けた制度改革を進める必要がある。 


 更に、効率的で質の高いサービス提供体制確立のためには、病院や介護施設


等で提供されるサービスの質に関する情報開示を進めること等で、サービスの


質改善へのインセンティブ付けを高めていくことも重要である。 


 


＜具体策＞ 


（１）医療・介護等を一体的に提供する非営利ホールディングカンパニー型法


人制度（仮称）の創設と関連制度の見直し 


複数の医療法人及び社会福祉法人等を束ねて一体的に経営することを法制


上可能とする非営利ホールディングカンパニー型法人（仮称）を創設する。 


複数の法人が一体となることで、病床機能分化や医療・介護等の連携が容


易になり、急性期医療から在宅介護・生活支援サービスに至る高齢者が必要


とする一連のサービスを切れ目なく、体系的に行うことが可能となる。 


医療経営者にとっては、病床や診療科の設定、高額医療機器の導入、人事、


医療事務、仕入れ等を統合して行える他、資金調達の一括化による調達コス


ト抑制など、経営の効率化が可能となる。グループ内法人間で人材の異動が


可能となれば、医療介護従事者のキャリアアップの可能性が高まり、この分


野の雇用吸収力が強化される。ヘルスケア産業育成の観点からは、こうした


法人形態が、①健康・予防サービス等公的保険外のヘルスケア産業の育成、


②医療イノベーションの実現、③地域医療ニーズ・医療技術進化に合わせた


医療提供体制の合理化の担い手となり得る。更に、大学附属病院、国公立病


院、保険者等を含めた連携を可能とすることで、アメリカにおける IHN


（Integrated Healthcare Network）のような規模を持ち、医療イノベーショ
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ンや医療の国際展開を担う施設や研究機関の登場も期待される。 


新法人が、医療法人や社会福祉法人等の傘下法人を社員総会等を通じて統括


できるようにする。このため、医療法人や社会福祉法人の構成員となれる者の


範囲について、法人も社員等に認める等、現行の規制の緩和について検討する。 


新法人の下でグループが迅速かつ柔軟な経営判断を行えるよう、法人の意思


決定方式の自由度を高める。このため、議決権その他の新法人の意思決定・ガ


バナンスに関する事項について、定款で自由に定めることを可能とする等の措


置について検討する。 


グループとしての経営の一体性・効率性の確保、緊密な業務連携を可能とす


るため、資金調達の円滑化や余裕資金の効率的活用を可能とする。このため、


グループ内法人間での金銭の貸付や債務保証を認めることや、グループ内法人


間での剰余金の効率的活用を可能にする等の措置について検討する。 


新法人及び傘下法人からなるグループが、地域包括ケアを担う医療介護事業


等を行う営利法人と緊密な連携を行うことを可能とする。このため、新法人か


ら当該事業を行う営利法人への出資を認める等の措置について検討する。 


以上の点その他必要な論点について、平成２６年中に結論を得て、制度的措


置を速やかに講じる。なお、実施においては、医療法人制度、社会福祉法人制


度等、分野横断的な検討が必要となることから、各法人所管部局間においても


十分な連携を図る。 


加えて、大学附属病院や国公立病院等の間での連携の在り方についても検討


を進める。 


 


（２）医療法人制度に関する規制の見直し 


 以下の事項について実現するよう、平成２６年中に検討し、その結果に基


づいて、制度的措置を速やかに講じる。 


①医療法人の合併規制等の見直し 


地域で必要な医療を確保するため病床機能の分化・連携を推進する観点か


ら、会社法の会社分割と同様のスキームを医療法人について認めるとともに、


社団医療法人と財団医療法人の合併を認める。 


 


②医療法人の附帯業務の拡充 


  医療、介護のシームレスなケアを提供するため、例えば、医療法人が所有


する病院・診療所等の遊休スペースや施設に隣接する不動産を病院・診療所・


介護施設・高齢者向け住宅の用途に使用することを目的とした賃貸事業を附


帯業務として認める等、医療法人の附帯業務の範囲を拡大する。 
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③社会医療法人の認定要件の見直し 


  地域の救急医療等を担うとともに本来業務に支障のない範囲で行う収益業


務を通じて医療周辺産業の担い手としてのポテンシャルを持つ社会医療法人


の一層の普及を図るため、地域の実情を踏まえた認定要件とする。 


 


（３）病院を対象とするヘルスケアリートの活用 


  日本再興戦略に基づき、ヘルスケアリートについては、既に高齢者向け住


宅等を対象にガイドラインの作成準備等が進められているところであるが、


今後、病床機能分化に対応するための施設改修費用、耐震化費用等病院の資


金調達ニーズを満たすため、病院を対象とするヘルスケアリートの普及を視


野に入れた取組を進める必要がある。このため、病院（自治体病院を含む）


を対象とするヘルスケアリートの活用に関して、ガイドラインの策定等の環


境整備を平成２６年度中に行う。 


 


（４）医療品質情報の更なる開示 


  効率的で質の高いサービス提供体制確立のためには、サービスの質に関す


る情報開示を進めることが重要であり、国立病院機構が行っている DPC デー


タ等を活用した臨床評価指標の作成・開示と同様の取組みを進めていく必要


がある。とりわけ、自治体病院等の公設・公的病院については、公的資金が


投入されていること等を踏まえ、一層の経営・サービスの効率化が必要であ


ることから、医療の質と効率化の見える化及びインセンティブ付けのため、


提供された医療による成果（アウトカム）について、病院間の横比較を可能


とするようなデータの開示を促していく。その際、施設ごとのアウトカムに


かかわる主要 DPC データ全項目（疾病毎・患者重度毎の死亡退院率、入院後


合併症発症率などを含む）を適切なリスク調整をした上でわかりやすい形で


公表すること等が考えられる。 


 


（５）介護サービスの質の改善 


  介護サービスの質の改善に向けては、最終的には事業者毎のサービスの質


の評価を利用者に提供すると同時に、サービスの質の評価を活用した介護報


酬制度の改革を行い、質の改善に対するインセンティブを付与することを目


指すべきである。このため、まずは、サービス種別や運営形態の特性を踏ま


えた質の評価に向けた仕組み作り（評価対象施設や評価項目・分析手法など


の評価手法、情報公開等）について、平成２６年度末までに検討し、その結


果を公表する。 
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（６）居住系介護施設待機者の解消に向けた適切な介護サービス提供体制の構築 


 高齢者への公的サービスを適切に提供することにより、親の介護等により職


を断念したり、復帰をあきらめたりせざるを得ない者が仕事をすることが可能


となる。このため、住み慣れた地域でできる限り生活が続けられる体制や仕事


と介護を両立できる労働環境を整備していくことが必要であるが、まずは、平


成２７年度に予定されている市町村の「介護保険事業計画」や都道府県の「介


護保険事業支援計画」の策定に向け、市町村は要介護者等の実態を踏まえ介護


サービスの需要を的確に把握し、居住系介護施設を含めた介護サービスについ


て、計画期間中の給付費の推計や確保方策を定めるだけでなく、団塊の世代が


７５歳以上となる２０２５年までのサービス量と給付費の推計を行い、中長期


的な視点を含めた施策の実施を推進することとしている。国としても、各市町


村が地域の実情に即した適切なサービス量を見込むことができるよう、その地


域に住む高齢者の状態像を基礎として、地域の課題やニーズ、必要となるサー


ビス等を把握し分析するための支援ツールの提供や、国が運用しているシステ


ムで他の都道府県・市町村の統計データ等を比較・分析できる仕組みを構築す


るなどして、市町村が地域の実態に即した計画策定を行えるよう支援していく。 


 


（７）看護師・薬剤師等医師以外の者の役割の拡大 


  高齢化の進展に伴う医療と介護等の連携の促進を図る観点から、看護師、


介護福祉士、薬剤師等の医師以外の者が携われる医療行為等の範囲を明確化


するなどして、医師以外の者の役割を拡大していくことが必要である。これ


により、医師がより高度な業務に集中することができるようになるとともに、


看護師、介護福祉士、薬剤師等の活躍の場が増え、新たな雇用を創出するこ


とにも寄与することになる。このため、看護師、介護福祉士、薬剤師等の医


師以外の者が携わることができる業務の範囲の在り方について検討し、結論


を得た上で必要に応じて平成２６年中に所要の措置を講じる。 


 


２．公的保険外のサービス産業の活性化 


＜目指すべき姿＞ 


医療介護の成長産業化により、高齢化社会における健康で快適な生活への国


民ニーズを満たす多様なヘルスケアサービスが供給されるとともに、国民の健


康寿命が延伸され、公的保険分野の持続可能性確保につながる。保険者、個人


に対し健康増進、予防へのインセンティブを付与する制度的措置を講じ、セル


フメディケーションに向けた行動変容を促すと同時に、医療と連携した運動・


食生活の指導、簡易な検査等を含めたセルフメディケーションや予防・健康増


進活動の推進などについて、産業化の観点も踏まえ、パッケージで施策を考え
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ていくべきである。更に、我が国のヘルスケア産業の国際展開を図ることで海


外の需要を取り込んでいく視点も重要である。 


 


＜具体策＞ 


（１）健康寿命延伸産業の育成を通じたセルフメディケーションの一層の推進


（グレーゾーンの解消等） 


  事業者が健康製品・サービスを提供する際に、関連規制の適用が不明確な


分野が存在することから、臨時国会で成立した産業競争力強化法において、


規制の適用の有無を確認できるいわゆるグレーゾーン解消制度が創設された


ところ、関係省庁の連携の下、着実に施行するとともに、当該制度の円滑な


運用を図るため、以下のような事例が実施可能であることを明確化すること


も含め、典型的な事例を類型化して、平成２５年度中にガイドラインを策定


する。 


① 感染性廃棄物の適正な処分などの衛生管理や検査機器等の適切な精度


管理、所定の届出を行うことを前提に、薬局等の店頭において自己採血に


よる簡易な検査を実施すること。 


② フィットネス事業者や配食事業者が医療機関と連携して、医師からの運


動又は栄養に関する指導・助言に基づいた運動指導や食事指導等のサービ


スを提供すること。 


 


「次世代ヘルスケア産業協議会」においては、新たなビジネスにおいてグ


レーゾーンの解消を必要とする事業者のニーズの積極的な把握に努めるとと


もに、健康製品・サービスの品質確保・認証のための仕組みの構築、産業界


の健康投資促進に向けた方策等について、関係省庁の連携の下、官民が協力


して具体策の検討を加速する。 


 


（２）医療機関が行う公的保険外サービスの促進 


  医療機関による創意工夫を生かした公的保険外サービスの提供を促すため、


医療保険の給付と直接関係のないサービスについて、選定療養との関係を整


理し、その明確化を推進する仕組みを構築する。 


 


（３）医療用医薬品から一般用医薬品への移行（スイッチＯＴＣ）の促進 


セルフメディケーションの推進に向け、医薬品（検査薬を含む）の医療用か


ら一般用への転用（スイッチ OTC）を加速するため、以下の措置を講ずる。 


① 日本 OTC 医薬品協会が要望するスイッチ候補品目（１２９品目）につい


て、その承認申請に応じて速やかに審査を行う。特に海外で認められてい
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るものについては、海外のデータも活用し、企業の承認申請に応じて速や


かな審査を行う。 


このため、独立行政法人医薬品医療機器総合機構の承認審査の予見性を


高め、企業の開発を促すため、承認審査における審査期間の目標設定やそ


の短縮、企業からの相談に対応する体制の拡充等について、平成２６年度


から順次措置を講じる。また、制度運用面等について、必要な検討課題を


整理の上、速やかな対応を図る。 


② 米国ではスイッチＯＴＣの承認審査の過程において、諮問委員会を公開


で開催し、消費者や企業等の意見を聴取する仕組みが採用されているが、


こうした海外の事例も参考に、スイッチＯＴＣの承認審査体制についての


検討結果を踏まえ、平成２６年度中に産業界・消費者等のより多様な主体


からの意見が反映される仕組みとなるよう措置を講じる。 


③ スイッチ後のリスク評価期間（原則３年+１年）について、スイッチさ


れる個々の医薬品のリスクに応じ、一般用としてのリスク評価期間を原則


３年以下へ短縮するための措置を平成２５年度中に講じる。 


 


（４）看護師・薬剤師等医師以外の者の業務範囲の明確化 


  セルフメディケーションの更なる推進を図るためには、身近な場所におい


て住民の健康予防を支援する環境の整備が必要である。今後需要が見込まれ


る予防分野におけるサービス提供体制の充実や、高齢化の進展に伴う医療と


介護等の連携を促進するため、簡易な検査や健康相談、服薬・食事指導等の


保健指導等の分野において、薬剤師、看護師等の医師以外の者が携われる業


務の範囲を前述のグレーゾーン解消制度を活用しつつ明確化する。 


 


（５）医療・介護のインバウンド・アウトバウンドの促進 


  外国人患者の受入については、東京オリンピックまでの７年間を体制整備


の集中期間とし、地域ごとの基幹施設への外国人向けコーディネーターや複


数言語の医療通訳の養成・派遣、戦略的なプロモーションの実行等、受入環


境の整備を関係省庁が連携して行う。 


また、国家戦略特区においては、国際医療拠点における外国医師の診療、外


国看護師の業務解禁や、病床規制の特例による病床の新設・増床を容認する等


の規制改革により、国際的イノベーションの拠点整備を進める。 


  医療の国際展開については、人材育成、保険制度整備の支援や医療サービ


ス拠点等の医療関連事業の展開をするとともに、国際共同臨床研究・治験の


推進、日本で承認された製品について相手国の許認可手続の簡素化等の取組


をより推進する。 
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  さらに、世界に誇る我が国の介護サービスの海外展開は、介護分野の経済


成長の観点のみならず、国際協力の観点からも重要であることから、介護事


業者の積極的な海外展開に資する必要な支援を講じる。 


 


３．保険給付対象範囲の整理・検討 


＜目指すべき姿＞ 


 「必要かつ適切な医療は基本的に保険診療により確保する」という国民皆保


険の理念を踏まえつつ、最先端の医療技術、医薬品等への迅速なアクセスや療


養時のアメニティの向上といった多様な患者ニーズ、医療保険の持続可能性な


どの要請に適切に対応していく必要がある。このため、以下の施策を講じると


ともに、公的保険給付対象範囲等について、不断の見直しを図る。 


 


＜具体策＞ 


（１）最先端の医療技術・医薬品等への迅速なアクセス確保（保険外併用療養


費制度の大幅拡大） 


 


   安全性・有効性が完全には確立していない最先端の医療技術等や差額ベッ


ド代など患者のアメニティ向上に関するサービスについて保険診療と保険外


診療の併用を認める制度である「保険外併用療養費制度」について、様々な


患者ニーズを満たすよう大幅拡大を図る。これにより、患者は、一部保険給


付を受ける形で早急に最先端の医療技術、医薬品等へアクセスすることが可


能となるとともに、希望に応じた療養時のアメニティの向上も図られる。こ


うした分野を拡充することは、最先端の医療技術等の導入、医療周辺の多様


なサービスの創出という形で、医療産業の競争力強化にも資するものとなる。 


 


 ① 先進的な医療へのアクセス向上（評価療養） 


   日本再興戦略では、先進医療の評価の迅速化・効率化を図る「先進医療ハ


イウェイ構想」が盛り込まれ、これに基づき抗がん剤については、本年秋か


ら運用が開始されているが、再生医療、医療機器についても、これら分野の


審査に特化した専門評価組織を平成２６年度中に立ち上げ、運用を開始する。 


  併せて、国家戦略特区においては、医療水準の高い国で承認されている医


薬品等について、臨床研究中核病院等と同水準の国際医療拠点において、国


内未承認の医薬品等の保険外併用の希望がある場合に、速やかに評価を開始


できる仕組みを構築する。 
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② 療養時のアメニティの向上（選定療養） 


  選定療養について、現代の患者のニーズにマッチしたアメニティの向上を


図る観点から、対象の拡充を含めた不断の見直しを行う仕組みを構築する。


また、選定療養について、正確な実態把握・分析が可能となるよう、利用実


績に係る情報収集の在り方を見直す。 


 


 ③ 有効性等はあるが保険適用が見込めない医療技術等の保険外併用療養費


制度上の取扱いの検討 


 ３．（２）の費用対効果評価の結果、費用対効果が低いとされた医療技術に


ついて、保険外併用療養が継続的に利用可能となるような仕組み等を検討する。


あわせて、評価療養において有効性等は認められたものの開発コストの回収が


難しく治験が進まない等により保険適用が見込めない医療技術の取扱いにつ


いても、保険外併用療養費制度上の在り方を検討する。 


 


④ 「日本版コンパッショネートユース」の導入 


  医療上の必要性の高い未承認薬・適応外薬について、開発・承認を進める


一方で、必要とする患者に対するアクセスを充実させるため、「日本版コンパ


ッショネートユース」の導入に向けた検討を進め、平成２７年度から運用を


開始する。 


 


（２）革新的な医療技術等の保険適用の評価時の費用対効果分析の導入 


   医療分野のイノベーションの恩恵を受けたいという患者ニーズと医療保険


の持続可能性という双方の要請に応えるよう、革新的な医療技術等の保険適


用の評価に際し、費用対効果の観点を導入するべきである。このため、平成


２８年度を目途に試行的に導入し、その結果に基づき、所要の措置を講じる。 


 


（３）健康診断受診率引き上げに向けた実効あるインセンティブ付与の仕組み


の検討 


  健診受診率向上や健康の保持増進のためデータヘルス計画の作成・公表の推


進、後期高齢者支援金の加算・減算制度の運用の改善等を着実に進める。また、


医療保険者におけるヘルスケアポイント（運動等の健康増進に関する取組や健


診受診などの成果に対して付与され、健康・介護サービス施設や地域商店街等


で利用するポイント）の運用の在り方等について、先進的事例等も踏まえ検討


を行う等実効性を伴うインセンティブ付与の仕組みについて検討を行い、イン


センティブ付与の取組が広く医療保険者で実施されるよう平成２７年度まで


に支援を行う。   
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（４）後発医薬品の積極的な活用 


  後発医薬品（ジェネリック薬）のより一層の普及に向けて具体的な工程表


を持って着実に促進策を実行していくとともに、目標値の達成に向け、PDCA


サイクルによる不断の改善を図る。 


 


４．医療介護の ICT 化 


＜目指すべき姿＞ 


 地域医療介護連携の普及は、医療介護の効率化や患者・住民への医療介護サ


ービスの質を高めていくために重要な課題である。レセプトデータや特定健診


データ等のデータベースの活用により、保険者等による予防・健康増進活動や


民間ヘルスケアサービス産業の活性化を図ることができる。更に、スーパーコ


ンピュータを活用した創薬の促進、臨床研究・治験の効率化及び個別化医療の


実現といった医療イノベーションへの応用も期待される。このような医療介護


ICT 化やデータ活用により生まれる付加価値は、医療情報の番号制度の導入によ


り飛躍的に高まることが期待される。行政手続における特定の個人を識別する


ための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）附則では、個人


番号の利用範囲の拡大等について、同法の施行後３年を目途に検討を加えると


されていることも踏まえ、医療情報の番号制度の早期導入に向けて、国民的理


解の醸成などの環境整備に努める必要がある。 


 


＜具体策＞ 


（１）健康・医療分野における徹底的なデジタル化・ＩＣＴ化の推進 


  次世代型の高度な医療機器、病院システムの開発・実装促進や、臨床研究


基盤の強化に資するデータ利活用の高度化などを推進するため、健康・医療


戦略推進本部の下に、今年度中にタスクフォースを設置し、ＩＴ総合戦略本


部と連携して検討を行う。 


 


（２）スーパーコンピュータを活用した創薬の促進 


  最先端のスーパーコンピュータを継続的に開発・活用し、シミュレーショ


ン手法による効率的な創薬（「インシリコ創薬」）により、創薬プロセスの高


度化を図る。具体的には、スーパーコンピュータ「京」の産業利用枠を平成


２６年度中に拡大するとともに、製薬会社等に対する利用相談等の支援体制


を充実する。 
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（３）電子処方箋の実現 


  現在行っている実証事業の結果を踏まえつつ、患者の利便性の向上や調剤


業務の効率化、安全確保に十分資する形で、平成２７年度までに電子処方箋


の導入を図るべく検討を進める。 


 


（４）地域医療連携ネットワークの普及促進 


   日本再興戦略では、地域における医療情報連携ネットワークの全国への普


及・展開を進めるとされたところであるが、自治体毎に個人情報保護条例や


その運用（患者同意の取り方等）が異なっていることが、地域医療連携ネッ


トワークの普及促進の課題となっているとの指摘があることを踏まえ、平成


２６年度中に国において全国各地の事例を収集・成功事例の分析を行い、所


要の措置を講じる。 


  また、地域でのカルテ・介護情報の共有により、ＩＣＴを活用した在宅を


含めた地域医療介護連携の全国普及を図る。 


 


（５）医療情報システムにおけるデータの取得・蓄積・提供等の各プロセスに


関する標準化等 


地域における医療・介護情報連携の基盤整備に向け、医療情報システムの標


準化（SS-Mix の普及等）を更に進めるとともに、臨床研究・治験の効率化に


必要な技術の開発及び実用化を図る。また、収集データの質を高めるため、電


子カルテに記載されるデータ構造等の標準化、レセプトに記載する傷病名の統


一等を図るなど研究・分析に有効となるようレセプトの記載方法の改善を図る。 


 


（６）データヘルス計画の推進等 


  日本再興戦略等では、医療保険者に対し、レセプト・健診情報等を活用し


データヘルス計画の作成・公表等を行うことを推進することとされている。


こうした取組等により、２０２５年度に医療費を約２．４兆円削減すると厚


労省は公表しているところであるが、当該 KPI を確実に達成するよう、後期


高齢者支援金の加算・減算制度の運用の改善等を着実に進める等、健診の普


及や医療費適正化に向けた効果的なインセンティブを付与する方策を講じる


とともに、PDCA による不断の見直しを行う。 


 


５．その他 


日本再興戦略に盛り込まれている主な施策についてフォローアップを行い、


着実な進捗・改善を図る。とりわけ、以下に掲げる事項については、各項目毎


に示した留意点を踏まえた取組を求める。 
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①日本版 NIH の創設 


  ・市場化に近付いてきた研究については、透明性の高い形での民間資金の


投入を可能ならしめ、ファンディングの充実を図る。 


  ・個々の研究テーマ選定にあたっては、思い切った優先順位付けと、メリ   


ハリをつけた資源配分を行い、特に、「研究と臨床応用・市場化をつなぐ」


部分を、重視する。 


  ・実効性ある組織を構築するために、新独法のトップ陣及び中核人材には、 


グローバルな研究ランドスケープの深い理解、研究者から見た納得性あ 


る科学的知見等を持つ優れた人材を登用する。 


 ②先進医療ハイウェイ構想（抗がん剤） 


  ・新たなスキーム移行前後における評価対象医療技術数の変化、評価に要


した時間等について検証を行い、不断の見直しを行う。 


 ③ロボット介護機器開発５カ年計画の実施等 


  ・新製品の市場投入を積極的に進めるべく、ロボット介護機器開発５カ年 


計画を着実に遂行する。関係省庁が密に連携を図り、シーズ・ニーズマ


ッチングを行い、使えるロボットの早期導入・促進を図る。 


 ④パーソナルデータ利活用の推進 


  ・パーソナルデータの利活用については、平成２７年度を目途とした個人


情報保護法制の見直しを踏まえ、個人情報及びプライバシーの保護と国


民の健康増進に資する医療技術の進歩及び新薬開発等への貢献との両立


に配慮しつつ検討する。 
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はじめに 
 


日本再興戦略（平成 25 年６月 14 日閣議決定。以下「再興戦略」という。）では、


人材こそが日本が世界に誇る最大の資源であるとの考え方の下、数多くの施策を掲げ、


実行に移してきているが、「世界でトップレベルの雇用環境」を実現するためには、


まだ道半ばである。 


当分科会では、９月以降、６回の会合を重ね、なぜ改革が必要なのか、目指すべき


働き方と社会はどのようなものか、そのために必要な施策は何か、について議論し、


中間整理として以下のとおり取りまとめた。再興戦略に盛り込まれた施策を確実に実


施に移していくことと併せて、今後、以下の施策等についても更なる検討やフォロー


アップを行っていく。その際、規制改革会議等とも適切に連携を図りながら目指すべ


き社会を実現していく。 


 


 


総論～目指すべき働き方と社会 


 


【従来の「日本的雇用システム」】 


 従来の「日本的雇用システム」は、企業と個人とが包括的な雇用契約を結び、「就


社」する「メンバーシップ型」の働き方を基本とするものである。「終身雇用・長


期雇用」、「年功的昇進・賃金体系」、「企業別労働組合」をその特徴とし、働き手は


「終身雇用」等と引き換えに、長時間労働、配置転換、転勤命令等の「無限定な」


働き方を受け入れてきた。 


 このシステムは、高度経済成長の原動力となったが、外部労働市場や教育・訓練


システムの活性化が図られず、また、グローバルに通用するプロフェッショナルの


育成にも不向きであった。さらに、労働契約に関わるルールも予見可能性が低いと


指摘されてきた。 


 


【働き手の多様化】 


 少子高齢化が進み、人口が減少する中、我が国経済社会を持続可能なものとして


いくため、労働力を質・量両面で確保していくことが喫緊の課題である。今後は、


働く意欲のある優秀な女性、健康で社会貢献意欲のある高齢者、プロフェッショナ


ルな働き方を求める若者等に存分に活躍してもらわなければならない。しかしなが


ら、主として家庭で家事・子育てに専念する主婦に支えられた男性が「無限定に」


働くという従来の「日本的雇用システム」は、こうした「前向きに働きたい者」の


チャンスを制約し、その高い能力を埋もれさせてしまうおそれがある。また、核家


族化が進む中で、働く男性・女性が子育てや親の介護に直面しながら働くケースも


増えてくると考えられ、さらに、女性の就業参加の増大や経済環境の変化の中で、


男性も働き方の「無限定」性を緩和し、仕事以外の生活や自らの能力開発のための


時間を確保していくことが必要になるが、従来の雇用システムはその足かせとなり


かねない。 


 一方、経済のグローバル化が進む中、優秀な外国人材を我が国に惹きつけ、存分


に活躍してもらうことが必要である。こうしたグローバル人材の働き方は、従来の


日本の型に収まらないものであり、従来の雇用システムが人材の定着・能力発揮に
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マイナスに作用するおそれがあるとともに、予見可能性の低い労働契約ルール等が


対内直接投資の妨げになっているとの指摘もある。 


 このため、従来の雇用システムを抜本的に変革し、柔軟で多様な働き方ができ、


全員参加が可能な社会を創り上げていく必要がある。併せて、労働の質を高めるた


め、能力開発機会の充実はもとより、創造的な働き方を可能とし、生産性を向上さ


せる制度構築が必要である。 


 


【経済環境の変化】 


 1990 年代以降、我が国経済は長期停滞に陥った。グローバル競争やＩＴ化の進展


が、内外の産業構造の急速な変化をもたらした結果、一つの企業に雇用を依存する


リスクは高まっている。正規雇用か非正規雇用かの二者択一しかない中で、企業は


正規雇用を抑制し、雇用が不安定で、処遇も低い非正規雇用を拡大する傾向が見ら


れ、雇用の二極分化が一層顕在化してきた。 


これに加え、技術革新の加速による熟練の陳腐化、製品・サービスの高付加価値


化の要請から、働き手の主体的なキャリアアップの取組を支える教育・訓練インフ


ラや、円滑な労働移動のための外部労働市場が重要となっている。労働移動が活発


で、これらが整っている欧米諸国に比べ、内部労働市場に依存してきた我が国では、


これらは十分整備されていない。 


こうした中、働き手が高齢化し、年功的賃金等の従来型の労働条件を維持するコ


ストは高まっている。 


 


【新たな「日本的就業システム」に向けて】 


 以上のように、メンバーシップ型の働き方を基軸とする従来の日本的雇用システ


ムを維持するだけでは、働き手の多様化や企業を取り巻く環境変化に伴い生じてき


た様々な課題に十分に対応できなくなってきている。職務等が限定されたジョブ型


の働き方を拡大し、日本の強みとグローバル・スタンダードを兼ね備えた、新たな


「日本的就業システム」を構築していかなければならない。 


 これを基礎に、「世界でトップレベルの雇用環境」として、以下の３つの社会像


が実現された社会を目指す。 


 


Ⅰ．企業内において、女性・高齢者等も働きやすい、職務等を限定した多様な雇用


機会が生み出され、創造的で生産性の高い働き方ができ、かつ、公平・公正さ


も確保された、「柔軟で多様な働き方ができる社会」 


Ⅱ．企業のニーズと個人の能力の効果的なマッチングが図られる外部労働市場、個


人が企業外でもキャリアアップできる教育・訓練システムを備えた、「企業外で


も能力を高め、適職に移動できる社会」 


Ⅲ．女性、高齢者、外国人等の労働参加が最大限に進み、その総力により経済成長


をしっかり支える、「全員参加により能力が発揮される社会」 


 


【改革の視点・原則】 


 改革の成否のカギを握るのは、企業や個人の現場に根差した取組である。このた


め、目指すべき３つの社会像と、その実現のための道筋に対する認識が社会的に広


く共有されることがとりわけ重要である。 


 上記の３つの社会像の実現度合は、以下の「３つの視点」から評価される。 
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《３つの視点》 


 


●働く側の視点 


 職務・能力が明確化され、多様な個人の意思と選択により自由で柔軟に働くこと


が可能であること。その際、心身ともに健康を保ちながら、自身のキャリアアップ・


キャリアチェンジを円滑に行い、能力を最大限に発揮できる環境が整備されている


こと。 


 


●企業側の視点 


 自社の発展・成長に必要な職務・能力を持つ人材を機動的に確保することが可能


であること。また、多様な労働力の特性や外国企業も含めた企業の多様性などに応


じた選択が可能な制度となっていること。 


 


●経済成長を実現するための視点 


 成熟産業から成長産業へと必要な人材が円滑に移動していること。 


女性や高齢者を始めとする意欲・能力ある多様な人材の労働参加が実現し、その


生産性を高めながら活躍していること。 


 


また、３つの社会像を追求していくに当たっては、次に掲げる「改革の５原則」


に常に立ち返り、政策対応の具体化を進めていくことが必要である。その上で、「隗


より始めよ」の精神で、企業や個人がそれぞれ変革に向けた取組を実践するととも


に、政府としても、タイムリーな政策対応を行っていく。 


 


 


《改革の５原則》 


 


●個人多様性尊重の原則 


：多様な働き手が個々人の意思や環境に応じて自由に働き方を選択でき、健康と生


活時間が確保されることを前提に、公正な処遇の下、活き活きと働くことができ


るようにする。そのため、画一的な制度・規制を避け、多様性を許容できる制度


とする。 


●透明性・簡明性原則 


：労使双方にとって透明性が高いルールが確立され、円滑なキャリアアップやキャ


リアチェンジが実現される。また、働き手個人と企業双方にとって選択可能で柔


軟な制度とすることと併せ、制度が過度に複雑化しないよう簡明なものとする。 


●民間活力活用原則 


：民間にできるところは民間に任せることを徹底し、その活力を最大限活用すると


ともに、国にしかできない制度・規制等の運用は、国がその実効が上がるように


行う。 


●グローバル原則 


：例えば海外企業であっても、日本国内において海外にいるのと同様に活動するこ


とができるように、経済のグローバル化も踏まえた企業の多様性を尊重した制度


とする。一方で、我が国でこれまで培われてきた雇用制度・慣行の強みも活かす。 
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●経済政策一体化原則 


：相互に連動しあう経済情勢の変化と雇用環境の変化の双方に対応しながら、経済


成長と失業なき労働移動の実現等を図るため、産業政策と労働政策を一体として


実施する。 


 


 


これらの原則に基づき、施策を確実に実現していくには、ＰＤＣＡサイクルを回


して施策の進捗状況や効果を検証するとともに、労使及び民間の取組を最大限引き


出していくことが必要である。施策の検討においては、これまでも、企業や対象者


を絞り込んで限定的に導入・実施を行う仕組みを活用してきたことに鑑み、引き続


き、こうした仕組みの活用を考慮していく。 


なお、今後５年間を世界でトップレベルの雇用環境を目指した集中改革期間と位


置づけるとともに、労使の利害調整の枠を超えて、政府として経済政策と労働政策


を一体的・整合的に捉えた総理主導の政策の基本方針を策定する仕組みを検討すべ


きである。 
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Ⅰ．「柔軟で多様な働き方ができる社会」の構築 


 


働き方の転換が全ての改革の出発点である。意欲と能力のある女性・高齢者やプロ


フェッショナルでグローバルに通用する人材を目指す若者等が存分に活躍できるよ


う、従前のメンバーシップ型に加え、職務等を限定したジョブ型の多様な雇用機会を


生み出す。その上で、創造的で生産性の高い働き方ができ、かつ、公平・公正さも確


保された、「柔軟で多様な働き方ができる社会」を構築する。その際、産業競争力会


議と規制改革会議1が連携して取り組む。 


そのためのカギとなるのは、「職務・能力を明確にし、キャリアを大切にするシス


テムへ」の変革である（注）。従来の働き方では曖昧にされるきらいのあった、職務


の外延、必要とされる職業能力、自らのキャリアのありようについて、企業も個人も、


飛躍的に意識を高めなければならない。個々の契約内容の明確化を図りつつ、正規・


非正規の間の「カベ」にとらわれない、多様な雇用機会を創り出していく。 


 


（注）：「職務・能力の明確化」は、企業外部の労働市場における効果的なマッチングや


（再）就職のために必要な職業訓練ニーズの具体化も可能とする。個々人がキャ


リア形成への意欲を高めることも期待され、「企業外でも能力を高め、適職に移動


できる社会」の実現のため不可欠である。 


 


また、「職務・能力の明確化」により、 


① 職務の特性に応じ、創造的で生産性の高い働き方ができるルール作りが容易に


なる 


② 異なる雇用形態間の仕事の比較が容易となり、正規・非正規の間等の格差解消


にもつながる 


③ 職務・能力に応じた労働条件となるよう、労使の議論により適切な見直しを進


めることが促される 


④ 優秀な外国人材の定着・能力発揮を促すことが期待できる 


⑤ 職務の外延が明確化することで、メンバーシップ型の働き方についても、長時


間労働の是正等、一定の限定性を持つものとなり、それが主体的なキャリアア


ップのための時間の確保につながることも期待できる2 


      等、「柔軟で多様な働き方ができる社会」に向けた起爆剤の効果をもたらすことが


期待される。 


 


 


 


                                                  
1 規制改革会議では、労働時間法制等の見直し、ジョブ型正社員の雇用ルールの整備等について


検討が行われてきた。これまでに、「労働時間規制の見直しに関する意見（平成 25 年 12 月５


日）」、「ジョブ型正社員の雇用ルール整備に関する意見（平成 25 年 12 月５日）」等を取りまと


めている。 
2 自己啓発を行った労働者の割合は正社員：47.7％、正社員以外：22.1％ 
 正社員・非正社員共に７割超が「自己啓発に問題がある」と回答。理由としては、「仕事が忙し


くて自己啓発の余裕がない」「費用がかかりすぎる」「どのようなコースが自分の目指すキャリ


アに適切なのかわからない」等の理由が挙げられている。 
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１．「多様な正社員」の普及・拡大 


  


職務内容が明確にされた「ジョブ型正社員」等の多様な正社員となる機会が、多


くの企業で生み出されるようにする。これにより、働き方の二極化は解消し、意欲


と能力のある女性・高齢者や、子育てや親の介護に直面する等により「無限定」で


働き続けることが困難な働き手も活き活きと活躍し、経済・社会に貢献できるよう


にする。 


 


○ 「多様な正社員」の普及・拡大に向けた実効性のある方策の検討・実施 


・ 我が国の雇用ルールを踏まえた多様な正社員（ジョブ型正社員、地域限定正


社員等）について、関連する就業規則の規定例等も含めた、明確なモデルを


複数提示する。このモデルは、これを参考に、企業が実際に制度を導入でき


るようなものとする。また、現在日本に存在している地域限定社員等、正規


雇用労働者と非正規雇用労働者の中間形態だけでなく、諸外国や外資系企業


における働き方も参照しつつ、自らの意思でキャリアアップ・キャリアチェ


ンジを行う、専門性の高い高度人材の働き方についても対象とする。 


・ 多様な正社員に対し、労働契約締結時等において職務内容等の限定事項を明


示すること等、導入企業が雇用管理上履行すべき点を明確にする。 


・ 多様な正社員普及の大前提は、労使双方が契約締結等の場面において互いの


権利義務関係を明確にする、「契約社会」にふさわしい行動様式を確立する


ことである。このため、単なる普及啓発策にとどまらない、多様な正社員の


導入が実際に拡大するような、実効性のある方策を講じる。平成 26 年年央


を目途に結論を得る。 


 


 


２．ジョブ・カード、キャリア・コンサルティングによる職務・能力の明確化 


  


女性・高齢者等を含む多様な人材が、その希望等に応じた雇用機会を得るために


は、職務・能力の明確化を図ることが必要条件である。その上で、自己研鑽、キャ


リアアップにつなげることが期待される。このため、ジョブ・カードを抜本的に見


直し、その利用率を向上させることにより、広く労働者や学生等がそれを活用し、


自ら職務・能力等の明確化を図ることを習慣化する。また、企業内外の体制整備に


より、労働者が身近でキャリア・コンサルティングを受け、キャリアアップ・キャ


リアチェンジを考える機会を持てるようにする。これらが確実に進展するインセン


ティブとなる仕掛けを組み込む。 


 


○ 「ジョブ・カード」の抜本見直し（ジョブ・カードから「キャリア・パスポー


ト（仮称）」へ）  


・ ジョブ・カード3は自身のこれまでの職業経験などを振り返り、将来に向け


た目標を考えるためのツールとして活用されてきた。一方、取得者のほとん


どが職業訓練受講者となっているなどの課題もある。このため、これまでの


                                                  
3 ジョブ・カードの取得者数は約 91 万人（平成 25 年７月）。ジョブ・カードの制度内容を知って


いる事業者は約 16％（うち、利用等を行っている事業者はそのうちの約 15％（全体の約２％）。 
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活用状況等を精査し、例えば、「キャリア・パスポート（仮称）」4として学


生段階から職業生活を通じて活用できるものとすることや、企業及び働き手


の双方にしっかり浸透する仕掛けとして、雇用保険二事業の助成金支給の必


要条件とすること等、労使の理解を得つつ、抜本的に見直す。 


・ さらに、紙媒体で活用するのではなく、電子化してネット上での共有を図り、


円滑な労働移動につなげる等、外部労働市場の構築に資する方策を検討する。


平成 26 年より、電子化等に関するモデル事業を着実に実施しつつ、個人情


報保護等の問題に留意しながら、具体策について早期に結論を得る。 


 


○ キャリア・コンサルティングの体制整備  


・ 厚生労働省においてキャリア・コンサルティング技法の開発等を推進すると


ともに、自らの職業能力の棚卸しに基づき、キャリアアップ・キャリアチェ


ンジを考える機会を多くの国民に提供するための方策として、まず、キャリ


ア・コンサルタント5の養成計画を平成 26 年年央までに策定し、確実に養成


を図る。 


・ 併せて、企業にキャリア・コンサルタントの資格を有する職業能力開発推進


者を設置することや、企業外の民間人材ビジネスとの契約によりその雇用す


る労働者にキャリア・コンサルティングの機会を提供することについて、例


えば、目標年次を定めて、一定規模以上の企業への義務付け、雇用保険二事


業の助成金支給の要件化を行うこととする等、キャリア・コンサルティング


の体制整備が確実に進むよう、具体的な方策を検討し、ジョブ・カードに関


する検討やキャリア・コンサルタントの養成計画の進捗状況を踏まえつつ、


キャリア・コンサルタントの養成計画の策定後、労使の理解を得つつ、速や


かに実行に移す。 


 


 


３．健康、ワーク・ライフ・バランスの確保と創造性発揮を両立させる労働時間規制


への見直し 


 


 年次有給休暇の未消化、恒常的な時間外労働等に象徴される「働きすぎ」の問題


を抜本的に改善するとともに、「無限定」性の緩和により、女性・高齢者等の労働


参加も促す。また、世界でグローバル人材が活躍する環境も踏まえ、時間で測れな


い創造的な働き方ができるようなシステムを構築する。このため、以下の取組を三


位一体で行う。 


① 長時間労働の抑制による労働者の健康確保の徹底 


② 休日・休暇取得によるワーク・ライフ・バランスの促進 


③ 労働者の処遇確保を図りつつ、業務遂行について裁量をもって働く労働者が


創造性を発揮できるような弾力的な労働時間制度の構築 


 


                                                  
4 現在の「ジョブ・カード」を抜本的に見直し、１つの「キャリア・パスポート（仮称）」を学生


段階から職業生活を通じて所有し、自身の職務や実績・経験、能力等の明確化を図ることがで


きるとともに、社会全体で共有が可能となるような仕組みを新たに構築する。 
5 キャリア・コンサルタント養成数は平成 24 年度末で約 81000 人。 
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○ 「働きすぎ」の改善 


・ 我が国労働者の労働時間は依然として各国と比べても長く、年次有給休暇の


取得率についても低い水準にとどまっている。6こうした点は、長年課題と


されながら改善が図られていない。事業場内での過重労働に関するＰＤＣＡ


サイクルを構築し、管理職と従業員の双方が、時間を効率的に活用する意欲


を高めることを基盤として、年次有給休暇の取得促進、時間外労働削減につ


いて、例えば、割増賃金のあり方、労働時間の量的上限規制のあり方（一定


期間における最長労働時間の設定、勤務時間の間に一定の休息期間を設ける


インターバル規制等）、労使間のイニシアティブのあり方（使用者による休


日・年次有給休暇取得に向けた実効的な仕組み）等、様々な政策手法を組み


合わせる等による抜本的な方策について、総合的に検討を行う。 


 


○ 時間で測れない創造的な働き方の実現 


・ ＩＴ化やグローバル化が進展し、柔軟な発想が求められる今日、「時間に縛


られる」働き方からの脱却が求められており、労働時間の長さで成果を測り、


賃金を支払うことは、企業側にとっても、働く側にとっても、必ずしも現状


や実態に見合わない状況が生じてきている。このため、一律の労働時間管理


がなじまず、自ら時間配分等を行うことで創造的に働くことができる労働者


（例えば、職務の範囲が明確で、高い職業能力を持つ労働者）に適合した、


弾力的な労働時間制度（時間で測れない創造的な働き方ができる世界トップ


レベルの労働時間制度）を構築7する。その際、適用労働者の範囲のほか、


休日・休息の確保や、事業場内での過重労働に関するＰＤＣＡサイクルの構


築等、健康確保措置のあり方を含めた具体化を図る。 


 


○ テレワーク等の在宅勤務に適合した規制のあり方  


・ テレワーク等の在宅勤務は場所や時間にとらわれない働き方として、子育て


や介護中の労働者等、「無限定」に働くことが困難な人材の活用の観点等か


ら普及が期待されており、創造的な業務に就く者の間でニーズも高まってい


る。しかしながら、政府としても長年推進してきたにもかかわらず、ほとん


ど導入が進んでいない。こうした現状を踏まえ、テレワーク実証を行いなが


ら、労働時間規制のあり方も含め、今後明確なＫＰＩを掲げ、テレワークの


普及・拡大のための措置に取り組むべきである。 


 


 


 


 


                                                  
6 日本は欧米諸国と比較して年平均労働時間が長い（日本：1765 時間、アメリカ：1790 時間、


イギリス：1654 時間、ドイツ：1397 時間、韓国：2090 時間）。また、時間外労働（40 時間/
週 以上）の構成割合が高く、特に 49 時間/週 以上働いている割合（日本：23.1％、米国：15.4％、


イギリス：11.6％、ドイツ：11.7％、韓国：37.9％）が高い。 
7 現在の労働時間制度の利用状況（適用労働者の割合） 
 －１年単位変形労働時間制：21.3％ －１ヶ月単位変形労働時間制：17.4％ 
 －フレックスタイム制：7.9％ －事業場外みなし制：6.6％  


－専門業務型裁量労働制：1.2％ －企画業務型裁量労働制：0.3％ 
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４．公平・公正な働き方の実現 


  


職務・能力の明確化を図りながら、正規・非正規間の待遇差を是正し、有期雇用


を魅力ある雇用機会にし、女性・高齢者等の就業意欲の喚起にもつなげる。 


 


○ 正規・非正規の格差の是正 


・ 経済環境の変化や働き手のライフスタイルの多様化等もあり、非正規雇用の


労働者の割合が増加している。8その中には、「正規の仕事がない」という理


由で不本意ながら非正規雇用についた者9も一定数存在することから、正規


雇用化等のキャリアアップ支援を行うほか、「正規・非正規」の格差是正を


図り、非正規雇用労働者の利益を守る観点から、関係法令の見直しを行う。 


 


 


５．予見可能性の高い紛争解決システムの構築 


 


我が国の労働紛争の解決システムは、あっせん、労働審判、訴訟からなるが、と


もすれば、「メンバーシップ型」の労働者を念頭に置いた判例法理のみに焦点が当


たっているとの指摘がある。言い換えれば、あっせんや労働審判についても、事例


が蓄積されてきているが、その分析・整理が十分になされていないことから、日本


の雇用慣行が不透明であると誤解を生じさせている。したがって、司法機関の協力


を得つつ、訴訟における「和解」も含め、事例の整理・分析が進めば、我が国の紛


争解決システム全体が透明化されることになる。 


また、現行法上無効とされている個別労働関係紛争に係る仲裁合意や判決により


金銭救済ができる仕組みなどは、中小企業労働者の保護や外国企業による対内直接


投資の機運を高めるとの期待もある。 


 


○ 「労働審判」事例等の分析・整理・公表 


・ 平成 18 年度から施行されている労働審判制度について、解決事例も蓄積10さ


れてきていることから、匿名性に配慮しつつ、その分析・整理を行うことが


期待される。また、都道府県労働局で個別労働紛争解決促進法に基づき実施


しているあっせん事例や訴訟における「和解」について、匿名性に配慮しつ


つ、分析・整理を行い、その結果を活用するためのツールを整備する。 


 


○ 透明で客観的な労働紛争解決システムの構築 


・ あっせん事例の分析等に加え、透明かつ客観的で、グローバルにも通用する


労働紛争解決システムを構築する。 


                                                  
8 非正規雇用の労働者が占める割合は役員を除く雇用者の 35.2％（平成 24 年）。また、直近（平


成 25 年 10 月）では 1964 万人（37.4％）（総務省「労働力調査」）。 
9 総務省「労働力調査」で本年１月末実施の調査から非正規雇用についた理由について調査事項


に追加。「不本意非正規」（「正規の職員・従業員の仕事がないから」という理由の回答者）の割


合は 25～34 歳の割合が高い（30.8％）（総務省「労働力調査」平成 25 年 7～9 月期平均）。全


体では 20％弱。 
10 訴訟、労働審判、あっせんの新受件件数・相談件数は、あっせん：6047 件、労働審判：3719
件、訴訟：3358 件（いずれも平成 24 年度） 
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・ 現行仲裁法では、将来において生ずる個別労働関係紛争を対象とする仲裁合


意は無効とされているが、労働紛争の仲裁による解決を行っている国も相当


数見られる。グローバルに活動している外国企業が日本に投資できるよう、


対象者を含め、仲裁合意についての諸外国の関係制度・運用の状況の研究を


進める。 


・ また、主要先進国において判決による金銭救済ができる仕組みが整備されて


いることを踏まえ、まずは、諸外国の関係制度・運用の状況について、中小


企業で働く労働者の保護や、外国企業による対内直接投資等の観点を踏まえ


ながら研究を進める。 


 


 


Ⅱ．「企業外でも能力を高め、適職に移動できる社会」の構築 
 


企業のニーズと個人の能力の効果的なマッチングが図られる企業外部の労働市場、


個人が企業外でもキャリアアップできる教育・訓練システムを備えた、「企業外でも


能力を高め、適職に移動できる社会」を構築する。これにより、女性・高齢者等を含


めた多様な人材が、その希望等に応じた雇用機会を得られるようにする。 


 


１．再教育・再訓練の仕組みの改革 


 


 民間事業者による訓練も含め、産業界のニーズに照らして徹底的な評価を行い、


競争原理を働かせることにより、個人が企業外、かつ身近で質が高く的確な再教


育・再訓練を受け、キャリアアップ・キャリアチェンジができるようにする。 


 


○ 職業訓練の質の向上  


・ 訓練実施機関への訓練費の支払いに就職実績を反映させる現在の仕組みに


加え、就職率のみならず、習得した知識・技能の就職先での活用度等も含め


た成果の評価を労使の参画の下で行う。 


・ その際、産業界のニーズを踏まえ、その結果を今後の訓練内容に反映させる


とともに、必要に応じ、民間教育訓練事業者による訓練と事業主による雇用


型訓練等とのバランスを見直す等、評価システムの抜本的な拡充により、質


が高く実践的な職業訓練を行う。 


  


２．官民協働による外部労働市場のマッチング機能の強化 


 


再興戦略に基づき、民間人材ビジネスを活用した新たな取組を推進し、民間が得


意な分野については極力民間活用を図る（求職者に対し、カウンセリング、職業訓


練、就職あっせん等を極力一体的に提供するものを含む。）ことを前提に、ハロー


ワークにおける目標管理等の強化、民間人材ビジネスの取組の評価等により、国、


地方、民間を含めたオールジャパンとしてのマッチング機能の強化に国が責任を持


って取り組むことで、円滑な労働移動を図り、再興戦略で掲げたＫＰＩ11の実現に


つなげる。 


                                                  
11 再興戦略で掲げたＫＰＩ： 
 ・今後５年間で失業期間６か月以上の者を２割減少（2012 年の失業期間６か月以上の者：151
万人） 


 ・一般労働者の転職入職率を９％（2011 年：7.4％） 
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○ 民間人材ビジネスの取組の評価・機能の向上  


・ フリーターや学卒未就職者、さらには育児・介護等で仕事の現場を離れてい


た人を対象とする民間人材ビジネスを活用したキャリアカウンセリングや


職業紹介の実施といった新たな事業を推進するに当たっては、国が個々の民


間事業者の取組を適切に評価し、サービスの質の向上を図るとともに、次年


度以降の事業者の選定に活用し、事業者間の競争を促進する。さらに、好事


例を官民で広く共有し、国全体としてのマッチング機能の強化につなげられ


るようにする。これらについて、平成 26 年度実施事業から評価を行い、27


年度の取組につなげる。 


 


○ ハローワークの質の向上（インセンティブ設計の強化） 


・ ハローワーク12において、ＰＤＣＡサイクルによる目標管理をはじめとする


従前のサービス改善の取組に加え、ハローワーク各所ごとの評価を比較・公


表するとともに、職員にキャリア・コンサルタントの資格取得を促すほか、


意欲を持って取り組む職員が客観的かつ適切に評価され、給与に反映させる


仕組みとする。これらについて、平成 26 年度中に具体的な方策の検討を行


い、27 年度から取組を開始する。 


 


○ 地方自治体の職業紹介機関等との連携強化  


・ ハローワークと自治体との連携に関するベストプラクティスの整理・普及を


図りつつ、連携強化が全国的に進展するよう、強力に取り組む。 


 


 


Ⅲ．「全員参加により能力が発揮される社会」の構築 
 


女性、高齢者、外国人等の労働参加が最大限に進み、その総力により経済成長をし


っかり支える、「全員参加により能力が発揮される社会」を構築する。 


 


１．高齢者の活躍促進13 


 


年齢に関わりなく働ける生涯現役社会を実現するため、中小企業に対する職域開


発の支援、高齢者の再就職支援、シルバー人材センターの強化等に取り組むなど、


施策の充実を図る。この一環として、有期労働契約の無期転換について見直しを検


討するとともに、労働条件の見直し等を通じ、社会環境の変化を踏まえ、将来的に


は、定年制の廃止も含めた検討を行う。これらの取組により、再興戦略で掲げたＫ


ＰＩの実現を目指す。 


                                                  
12 ハローワークの扱う新規求職者数は約 721 万人（平成 23 年度）。有料職業紹介事業所の扱う新


規求職者数は約 245 万人（平成 23 年度） 
13 再興戦略で掲げたＫＰＩ：60～64 歳の就業率：65％（実績 57.1％） 
 参考：アメリカ：51.2％、ドイツ：41.0％、韓国：53.7％、スウェーデン：61.2％ 
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○ 有期労働契約の無期転換のあり方の検討  


・ 労働契約法第 18 条の無期転換申込権発生までの期間のあり方等について、


高齢者の雇用を促進する観点から定年後の高齢者について、早急に見直しの


検討を行い、その結果を踏まえ、所要の措置を講ずる。 


 


２．女性の活躍促進14 


 


「女性が輝く日本」を目指し、2020 年までに「25～44 歳までの女性就業率 73％」、


「指導的地位に占める女性の割合を少なくとも 30％程度」という再興戦略で掲げた


目標を確実に達成する。このため、これまでの施策の実施状況・効果を検証すると


ともに、必要な施策を総動員して取り組む。 


 


○ 政府一丸となった施策の総動員  


・ 働き方の選択に対して中立的な税制・社会保障制度や、ベビーシッターやハ


ウスキーパーなどの経費負担の軽減に向けた方策を検討する。また、関係施


策の徹底したフォローアップを行うとともに、さらなる施策の必要性・実現


可能性について検討を行い、平成 26 年年央までに具体化する。これらにつ


いて、政府一丸となって取り組む。 


 


３．外国人材の活躍促進 


  


技能実習制度の見直しについて、制度本来の目的に沿い、その適正化を図るとと


もに、海外における人材需要などの実態を踏まえた必要な見直しを行う。また、政


府における司令塔を設置して、高度人材受入れを総合的に推進するとともに、労働


人口の減少等を踏まえ、広く外国人材の活用のあり方15について検討する。 


 


○ 技能実習制度の見直し  


・ 技能実習制度について、法務大臣の私的懇談会である「第６次出入国管理政


策懇談会」において、実効ある制度の適正化対策とともに、管理が優良な事


業者及び一定の要件を満たす優秀な実習生に限り、再技能実習を認めること


や、介護等、今後海外における人材需要が増加することが見込まれる分野を


追加すること等を含めた制度の見直しについて制度本来の目的を踏まえた


検討を行い、平成 26 年年央までに方向性を出す。 


 


○ 外国人材受け入れのための検討  


・ 政府全体の司令塔機能を設置し、高度人材の積極的な活用が図られるよう総


合的な施策の推進を図ることはもとより、少子高齢化に伴う労働人口減など


を踏まえ、持続可能な経済成長を達成していくために必要な外国人材活用の


あり方について、必要分野・人数等も見据えながら、国民的な議論を進めて


いく。 


                                                  
14 25～44 歳の女性の就業率（実績）：68％（平成 24 年） 
 参考：アメリカ：68.2％、ドイツ：76.9％、韓国：59.7％、スウェーデン：81.9％ 
15 我が国の外国人労働者数は 682,450 人（平成 24 年） 
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Ⅳ．その他 


 再興戦略に盛り込まれている主な施策についてフォローアップを行い、着実な進


捗・改善を図る。特に、以下に掲げる事項については、各項目に示した留意点を踏ま


えた取組を求める。 


 


１．行き過ぎた雇用維持型から労働移動支援型への政策転換  


・ キャリアアップ・キャリアチェンジを支援するための中長期的なキャリア形


成に資する専門的・実践的な教育訓練の受講による、学び直しの支援措置を


含めた雇用保険制度の見直しについて、次期通常国会に改正法案を提出する。


その際、受講成果が上がるよう、インセンティブ機能を組み込めるよう留意


する。 


・ 抜本的に拡充する労働移動支援助成金について、適切な制度設計を行い、効


果的な活用を進めるとともに、産業雇用安定センターのあっせん機能を支援


の実効が上がるよう強化する。 


・ Ⅱ－１「再教育・再訓練の仕組みの改革」と一体的に推進する。 


 


２．民間人材ビジネスの活用によるマッチング機能の強化  


・ ハローワークの求人・求職情報の開放等、Ⅱ―２「官民協働による外部労働


市場のマッチング機能の強化」と一体的に推進する。 


 


３．労働時間法制の見直し 


・ 企画業務型裁量労働制、フレックスタイム制、中小企業における割増賃金の


あり方等について、現場のニーズや実態に即したものとなるよう、引き続き


精力的な検討を行う。 


 


４．大学改革 


・ 11 月 26 日にとりまとめられた「国立大学改革プラン」について、ガバナン


ス改革、運営費交付金等による改革取組への重点支援（配分及びその影響を


受ける額を３～４割に）、１万人規模での年俸制・混合給与の導入等につい


て、改革加速期間中にその実行を図るための具体の工程を今年度内の早い段


階で提示した上で、現場で改革の実が上がるよう、順次具体化を図りつつ、


実現を図る。これらの取組とともに、人材・教育システムのグローバル化な


ど積極的に改革を進める大学への支援の重点化を行う。 


・ 第３期中期目標期間における国立大学運営費交付金や評価のあり方につい


て、平成 27 年度中に産学の有識者の意見を広く聴取し検討した上で、抜本


的に見直す。 


 


５．グローバル化等に対応する人材力の強化 


・ 12 月 13 日に公表された「グローバル化に対応した英語教育改革実施計画」


に沿って、小学校における英語教育の拡充強化、中・高等学校における英語


教育の高度化を進めるため、小・中・高等学校における指導体制の強化、外


部人材の活用促進、指導用教材の開発等、初等中等教育段階からのグローバ


ル化に対応した教育環境・体制を整備する。 
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・ 2018 年までに国際バカロレア認定校等を 200 校へ大幅に増加させるという


目標に向け、一部日本語による国際バカロレアの教育プログラム（日本語Ｄ


Ｐ）の開発など、必要な取組を推進する。 


・ 2020 年までに、日本人海外留学者数を 12 万人、外国人留学生の受入れ数を


30 万人にするという、再興戦略上のＫＰＩを実現させるための実行計画を


今年度中に策定する。 


 


６．高度外国人材の活用  


・ 高度外国人材ポイント制度に係る 12 月の告示改正に加え、出入国管理及び


難民認定法の一部改正案を次期通常国会に提出する。 


 


 


 


（以上） 








平成 26 年 1 月 20 日 


規制改革会議議長 


岡  素之  


規制改革会議の活動報告（昨年 9 月～１２月） 


前回（第 13 回産業競争力会議）報告以降、昨年末までに本会議及び分野別のＷＧを月 2-3 回の


頻度で開催し、鋭意取組を進めている。この間の本会議の活動のうち主要な事項は以下の通り。 


１．当会議意見の取り纏め・公表 


第 15 回（09/12） 一般用医薬品のインターネット販売に関する意見（２）＜別紙１＞ 


第 16 回（09/19） 農地中間管理機構の創設に関する意見＜別紙２＞ 


第 17 回（10/04） 労働者派遣制度に関する意見＜別紙３＞ 


第 19 回（10/31） 一般用医薬品のインターネット販売に関する意見（３）（ｽｲｯﾁ直後品目等取扱）


＜別紙４＞ 


第 21 回（11/27） 「農林水産業・地域の活力創造プラン」関連 


①今後の農業改革に関する方向（農業委員会/農業生産法人/農協等）


＜別紙５＞ 


②「攻めの農林水産業」実現のための規制改革事項（12項目）＜別紙６＞


第 22 回（12/05） ①労働時間規制の見直しに関する意見＜別紙７＞ 


②ジョブ型正社員の雇用ルール整備に関する意見＜別紙８＞


第 23 回（12/20） ①「保険診療と保険外診療の併用療養制度」改革の方向性＜別紙９＞ 


②介護・保育事業等における経営管理の強化とイコールフッティング確立に


関する論点整理＜別紙 10＞ 


③医療提供体制に関する意見＜別紙 11＞


④「IT 利活用の裾野拡大の集中ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ」関連の規制改革事項(10項目)


＜別紙 12＞ 


２．規制改革ホットラインの対応状況 


昨年 3 月 22 日から 12 月末まで、国民・企業等から 2,173 件の要望を受付け、事務局にて整理


の上、規制改革に関連する 1,251 件を所管省庁に検討要請。そのうち 12 月末までに所管省庁


から回答のあった 690 件 については 内閣府ＨＰで提案内容と所管省庁の回答を公表 済み。 


３．公開ディスカッションの開催 


◆日時：平成 25 年 11 月 28 日（木）14:00～17:15 


◆趣旨：国民の関心が高い分野の規制改革の検討課題について、公開の場において議論を行い、


規制の多くが内包するトレードオフの構造を明確にして論点を整理し提示することにより、


規制改革推進のための世論を喚起することを目指す。（一定の結論付けを目的としない） 


◆議題： ① 保険診療と保険外診療の併用療養制度 


② 老朽化マンションの建替え等の促進


以  上 
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画像







 


平成 25年９月 12日 


 


一般用医薬品のインターネット販売に関する意見 


 


 


○ 一般用医薬品のインターネット販売について、当会議は、本年 3月、安全


性を適切に確保する仕組みを設けた上で、すべての品目の販売を可能とする


ことを求める見解を公表した。同年 6月には、同趣旨の閣議決定がなされ、


その際、一般用医薬品への転換直後の品目等 25品目（のちに 28品目）につ


いては、インターネット販売か対面販売かを問わず、医療用に準じた慎重な


販売や使用がなされるよう、専門家による検討を行うこととされた。 


   


○ 当会議が行った厚生労働省からの事情聴取の内容や、専門家会合における


これまでの議論の経過を見る限り、薬剤師と購入者の対面による密着したや


りとりが求められるなどの理由で、28品目についてインターネット販売が制


約される方向で議論が進められる懸念がある。インターネット販売と対面販


売とに不合理な差を設けることは、上記閣議決定の趣旨に反するものである。 


 


○ 安全性の確保を前提に、インターネットを活用して国民の選択肢の拡大と


利便性の向上を図るため、専門家会合等において、閣議決定の趣旨を徹底さ


せるとともに、以下の点について、改めて政府に対し適切な対応を要請する。 


 


１ インターネット販売と対面販売とに不合理な差を設けることなく、閣議決


定の趣旨に沿った結論を得ること。また、インターネット販売に過剰な規制


を設け、国民の利便性が損なわれることがないよう、十分留意すること。 


 


２ 28品目の取扱いに係る今後の審議及び取りまとめに当たっては、6月の 


閣議決定内容に従い、インターネット販売と対面販売とに合理的根拠のない


差を設けないこと。それぞれの販売形態の特性を踏まえた合理的かつ客観的


な検討を行った上で、双方に安全性確保の仕組みを設けること。 


 


３ 取りまとめに当たっては、先の最高裁判決(平成 25年 1月 11日)の指摘 


を踏まえ、正当な理由なく憲法第 22条 1項の職業選択の自由や職業活動の


自由を制限することにならないよう、十分配意すること。 


 


 


以上 


別紙１ 
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農地中間管理機構（仮称）の創設に関する規制改革会議の意見 


 


平成 25 年９月 19 日 


 


 


規制改革会議に対して農林水産省から説明のあった「農地中間管理機構の制度設計


の考え方（検討の方向）」に対し、規制改革会議として以下の意見を述べる。 


 


農業従事者の高齢化等の現下の農業を巡る深刻な環境を踏まえれば、今回の農地中


間管理機構の創設は、国民の期待に応える農業改革のラストチャンスである。 


競争力ある農業、魅力ある農業、農業の成長産業化を実現するためには、国、都道


府県及び市町村それぞれの権限と責任を明確にし、役割分担を明らかにしたうえで、


関係者が目標と政策課題を共有し、新規参入者を含め地域が一体となり、意欲ある多


様な担い手への農地集積と集約化を公平・公正に促進していくことが重要である。 


政府においては、こうした基本的考え方に立って、農地を集約し大規模な生産性の


高い農業を実現すること、新規参入の促進を図ること等を目指した農地中間管理機構


（以下「機構」という。）の制度化を図るべきである。 


その際には、以下の諸点を実行し、併せて業務執行の効率性、財政の健全性及び執


行手続の透明性の確保に十分留意すべきである。 


 


１．全体の仕組みについて 


（１）国、都道府県及び機構の権限と責任の明確化 


日本再興戦略で掲げた、今後 10 年間で全農地面積の８割の担い手による利用、


そのための 140 万ヘクタールに及ぶ農地の権利を担い手に集積させるという政策


目標を実現するため、国は都道府県の自主的な取組に任せるのではなく、国の主


導の下に各都道府県が事業計画を立案することとすべきである。また、国と都道


府県とのコスト分担の在り方についても検討すべきである。 


更に、国は、各都道府県の事業計画の実施状況を定期的に評価し公表するとと


もに、国としての政策目標の達成に向け事業が順調に進捗していないと判断され


る場合には、都道府県や機構に対して事業計画の見直しや事業実施方針の是正を


指示できる仕組みとすべきである。 


また、国費を投入する以上は、その費用対効果を明らかにするためにも、事業


実施における PDCA サイクルを実現する必要がある。このため、機構の財務諸表を


作成・公表するとともに、農地の集積・集約効果を国民が確認できる仕組みとす


べきである。 


 


（２）機構の機能にふさわしい体制 


上記の政策目標達成を担う機構は、極めて重要な機関である。これまで各都道


府県に設置されてきた農地保有合理化法人の体制は、地域によって、その人員規


模や役職員構成が大きく異なっているうえ、農地の集積・集約促進を担うには適


別紙２ 
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材適所になっていないものも見受けられる。 


特に、これまで農地保有合理化法人が十分な政策効果を上げることができず、


今般、新たに機構の創設が検討をされている経緯を踏まえれば、既存の農地保有


合理化法人の体制に抜本的な見直しを加えず、組織の骨格を踏襲することは許さ


れない。 


都道府県が機構を指定するにあたっては、国の政策目標及び都道府県の事業計


画の実現を担うに相応しい体制を有した法人が指定されるよう、国として明確な


基準を定めるべきである。 


基準を定めるに際しては、経営に精通した者を役員に登用する等、新規参入者


の意向も反映しつつ、効率的・効果的な事業運営の実現を視野に入れるべきであ


る。 


また、市町村は、農地利用配分計画の原案作成について機構から特別に委託を


受けることができるなど機構の機能を補完する役割が強く期待されている。市町


村は、農業を巡る深刻な状況に対する危機感を共有し、機構の活動を支援するた


め、各地域における諸事情に配慮しながら、農地の借受け・貸付け等に関して地


域の農業者の間を奔走し、交渉の実務等に専心的に携わる者を置くこととすべき


である。 


 


（３）既存の制度の整理・合理化 


農地の集積・集約を促進する観点からは、その機能を担う者が重複して存在す


ることは合理的でない。上記のとおり既に都道府県に設置されてきた農地保有合


理化法人の制度は廃止するとともに、市町村に設けられた農地利用集積円滑化団


体等については、新たに設置される機構との役割の明確化を図り、組織や機能の


重複するものについては廃止も含め整理・合理化を図るべきである。 


 


２．機構の農地の借受けについて 


 （１）事業目的に資する農地の借受け 


機構は、当該地域の農地の利用（貸付を受けること）を希望する者の状況等を


考慮し、機構の事業目的に資するように、貸主からの借受け農地の選定や期間の


設定を行うべきである。 


また、利用されない農地が滞留し、これに国費が投入されるリスクを最小限に


する必要があることから、機構からの貸付先が未定のまま機構が管理することと


なる農地について面積の上限を設けるなどの措置を講じることとすべきである。 


更に、現在の検討案にある、機構が借入れを行わない場合、あるいは貸主と機


構との間の賃貸借契約を解除し得る場合の基準及び圃場整備対象とする農地の基


準が必ずしも明らかになっていないので、これを明確にすべきである。 


 


 （２）貸主に対する財政的措置の在り方 


  農地法の規定の趣旨を踏まえ、真摯に農地の整備に取り組む農業者との間で、
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大きな不公平感・モラルハザードを生じさせないようにすべきであり、また、耕


作放棄地の解消策等を検討するに当たっては、農地の所有者自らが農地の適正な


利用を確保する責務を自覚するための厳正な対処を基本とし、その手法について


検討を進めるべきである。 


  こうした見地からは、機構に対して耕作放棄地を貸し出すこととなる貸主に対


して、農地集積協力金（経営転換協力金・分散錯圃解消協力金）等の補助金を交


付することは、厳に慎むべきである。 


  また、機構が貸主に農地を返還する場合、返還時点における増加額等の有益費


については、民法の原則に基づいて、貸主は機構に返還しなければならないこと


とすべきである。 


 


３．機構の農地の貸付けについて 


機構が貸付先を決定する公正な貸付けルールを明確に規定するとともに、貸付


けプロセス全体が進行段階に応じて公表される仕組みとすべきである。 


特に、現在の検討案では、農地利用配分計画の作成に当たり機構から貸付けを


受けることを希望する者を公募することとされているが、公正・透明かつ実効性


ある公募の実施は必須のものとすべきであり、認定農業者、中心経営体等も応募


することを通じて、新規参入者を含めた他の応募者と同等の立場で貸付けを受け


ることができることとすべきである。なお、機構が貸付先を選定するに当たって


は、現に実績のある意欲的な担い手の規模拡大に係る取組を阻害しないよう十分


配慮されるべきである。 


また、機構から貸付けを受ける際の農地のリース料について、既存の農業者と


新規参入者とは公平に扱われるべきであり、新規参入者に対して過重な負担を求


めることのないよう近隣相場を加味した水準とするためのルールを整備すべきで


ある。 


新規参入を見込むことが困難な地域にあっては、機構と市町村とが連携して、


積極的な新規参入者の誘致策を検討すべきである。 


また、貸付けを希望して応募したものの貸付けを受けられなかった者について、


行政不服審査法上の不服申立て（審査請求）ができることを明確にする必要があ


るほか、公平・中立な第三者の下で、地域の実情を踏まえつつ関係者間での話合


いにより紛争を解決する手続を整備すべきである。 


なお、上記のように公正な貸付けルールが整備されることを踏まえれば、農地


利用配分計画の作成、都道府県知事の認可等の過程において、農業委員会の法的


な関与は要しないこととすべきである。 


 当会議における議論においては、市町村の枠を超えて規模を拡大しようとした


ものの、進出しようとした地域の地元農業関係者に阻まれ、やむなく規模拡大を


断念せざるを得なかった農業者の事例も報告された。意欲的・先進的な農業者が、


従前の地域の枠を超えて、全国どこへでも進出・就農できる環境整備を図る観点


からは、こうした公正な貸付ルールの整備が大前提となることを認識すべきであ


る。 
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４．機構の組織について 


（１）運営委員会 


機構の業務に係る重要事項の議決機関として設置が検討されていた運営委員会


については、機構の意思決定過程の効率化・迅速化等の観点から、抜本的に見直


し、これに代えて、機構の業務の中立性を担保することを目的として、機構の職


務執行を監視・監督する機関を設置すべきである。 


 


（２）業務の委託 


現在の検討案では、機構は、多様な者にその業務を委託できるものとされてい


るが、受託者の業務の実施について機構が直接に責任を負う仕組みとし、再委託


を認めないこととすべきである。 


また、委託先の選定にあたっては、新規参入者等と利害が対立する者を委託先


として選定して機構の職務執行の中立性に疑念を持たれることのないよう、公正


な業務遂行を行える者が委託先として選定される基準を定めるとともに、選定の


手法としては入札の手法に配慮することが望まれる。 


なお、機構は、委託先に対して過重な事務負担を求めることのないよう全体の


業務が効率的に進む手当がなされるべきである。 


 


５．人・農地プランについて 


現在の検討案では、地域の話合いにより策定される人・農地プランを法律に位置付


ける方向で検討中とのことである。しかしながら、そもそも運動論に過ぎないことに


併せて、人・農地プランに記載される内容（中心経営体の氏名又は名称、農地利用の


集積及び集約化等）について市町村が負うこととなる責任、作成手続や話合いに参加


することの出来る者の範囲が不明確であること等に鑑みれば、人・農地プランの法制


化には慎重であるべきであり、現時点において法制化することは適当でない。 


なお、人・農地プランを引き続き運用していくこととする場合には、当該プランに


記載された機構への農地の出し手についての有益な情報は十分に活用されるべきで


あるが、当該プランを農地の貸付先を決定する農地利用配分計画の作成にそのまま用


いたり、農地利用配分計画の認可の際に当該プランの内容を基準としたりすることの


ないようにすべきである。 


また、人・農地プランの策定のための協議の日時・場所等を広く周知するなど、地


域外・農外関係者に対して協議への参加機会を確保するための措置を講じるべきであ


る。 


 


６．制度の充実に向けた環境整備について 


上記の考え方に基づき制度設計を行うことに併せて、一か所でログインをすれば全


国の農地台帳等を閲覧できるよう各農業委員会のシステムを国が一元化すること、成


功事例の横展開を行うことなど、新規参入の促進に資する環境の整備を精力的に図る
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べきである。 


 


７．今後の課題について 


今回の農地中間管理機構の創設は、国民の期待に応える農業改革の第一歩にすぎな


い。今後、下記に掲げる事項をはじめとする抜本的な改革に早急に取り組む必要があ


る。 


 


（１）農業委員会の在り方 


今回の新制度において、農業委員会の法的な関与は求めないこととする一方、


そもそも農地制度における農業委員会の果たすべき機能及び組織の在り方につい


て、早急に検討を開始すべきである。 


 


（２）農政における農協の役割の明確化 


農協がこれまで農業政策の一翼を担う存在として位置付けられてきた結果、行


政の責任の不明確化や農協と他の民間団体とのイコールフッティングの視点が見


落とされてきたとの指摘もある。農業振興、農業者及び消費者のために真に農協


が担う役割について検討を開始する必要がある。 


 


（３）農業に係る補助金の整理・合理化 


新制度については、法整備とともに農地の流動化を促す観点から、必要な国費


投入や補助金等、農地の出し手に対するインセンティヴが検討されている。 


しかし、効率的な経営や農地の利用を行わずとも農地を保有し続けられる農地


所有者が存在することは、農政における非効率な補助金交付も一つの原因である。


今後、更なる農地の流動化・適正利用を促進する観点から、農業に係る補助金の


在り方について抜本的見直しが行われるべきである。 


 


以上 
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労働者派遣制度に関する規制改革会議の意見 
 
 
１ 意見の背景 


○ 労働者派遣制度について、当会議は本年６月の答申においてとりまとめを行い、そ


の後、同趣旨の閣議決定がなされた。これも踏まえて、厚生労働省「今後の労働者派


遣制度の在り方に関する研究会」において、「労働者派遣制度の見直しに関する報告


書」（以下「報告書」）がとりまとめられた 1。 
 
 ○ 現在、労働政策審議会（職業安定分科会労働力需給制度部会）において審議が開始


されており、年内に結論を得た上で、平成 26年通常国会以降に必要な法制上の措置


を行う予定である 2。 


 


２ 基本的な考え方 


〇 当会議は、労使が納得した上で多様な働き方が選択できる社会を構築すべきと考え


ており、こうした立場から「意見」の表明を行うものである。以下の点について、労


働政策審議会で議論されることを強く望みたい。 


 


○ 報告書の基本的な方向性、すなわち、(1)いわゆる 26業務の廃止、(2)有期雇用派


遣労働者に対する個人レベルの期間制限は、規制改革会議の主張に沿ったものであり、


堅持されるべきである。 


派遣労働を「臨時的・一時的な業務」、「専門業務」、「特別の雇用管理を要する業務」


に限定するという現在の規制体系・手法を抜本的に見直し、簡素でわかりやすい制度


とすべきである。 


その際、派遣労働者、派遣元及び派遣先事業者の実情を踏まえ、かつ見直しの影響


を十分勘案して、働く機会の縮小を招くことがないようにすべきである。 


 
 ○ 報告書では、依然として、正社員の仕事を奪うべきではないとする「常用代替防止」


が規制の根拠として維持されている。非正規雇用労働者が全体の４割近くなった現在、


労働者派遣法だけが「常用代替防止」を通じて従来の日本的な雇用慣行の維持を法の


1  ① いわゆる 26 業務の廃止 
② 派遣元に有期雇用されている派遣労働者のみ期間制限を行い、下記の制限を設ける。無


期雇用の場合は、「常用代替防止」の対象から除外（期間制限なし）。 
ア 個人レベルで派遣受入期間に上限を設定（例えば３年） 
イ 派遣労働者の交代等によって継続的な受入れ期間が上限を超す場合は、「常用代替」


に該当するかどうか労使の会議等でチェック（例えば３年） 
ウ 派遣期間の上限に達した者には、派遣元が、①派遣先への直接雇用の申入れ、②新た


な派遣就業先の提供、③派遣元での無期雇用化、等の雇用安定措置を実施 
2 当会議で関係団体からヒアリングを行ったところ、各団体間で意見や現状認識の相違がみら


れるうえに、審議の方向によっては雇用機会の縮小につながりかねないといった懸念もある。 


別紙３ 
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基本原則とすることに固執するのは妥当ではない 3。 


諸外国では、不安定雇用の拡大防止の観点からの規制はあるものの、我が国のよう


に正社員の保護を目的とする規制は稀である。派遣労働の規制根拠を EUのように


「派遣労働の濫用防止」（実態にそぐわない派遣の利用や低処遇・不安定雇用の防止）


に転換すべきである。 


さらに、「派遣労働の濫用防止」は、派遣先の正規雇用労働者との均衡処遇の推進


によって実効性を確保すべきである。その際、派遣労働者に不合理な格差が生じない


よう、我が国の実情に即し、処遇全般に目配りした幅広い「均衡」を図るべきである。 


 
３ 期間制限の在り方について 


(1)上限設定のあり方 
現状では有期雇用派遣が多いことから、これまで期間制限がなかった 26 業務にお


いては新たな期間制限が設けられることになる。結果的に働く場の選択肢が失われる


ことがないように、上限設定に当たってはその影響とともに有期労働契約の無期契約


への転換制度（労働契約法 18 条）との整合性に十分配慮するべきである。 
 


(2)派遣先レベルでの規制 
  継続的な受入期間が上限を超す場合に必要とされる労使のチェックは、不透明な手


続き等により派遣を望む労働者の就業の機会を奪ったり、事業者の効率的経営を阻害


する過重なものにならないようにすべきである。 


  
(3)雇用安定措置 
  有期雇用の場合に派遣元に求められる雇用安定措置は、その内容によっては、受入


期間の上限に至る前に雇止めが増加するなどの懸念がある。派遣労働者の契約期間へ


の影響等を注視しながら、実効性のあるものとすべきである。 
 


４ 平成 24 年改正法の規定について 
平成 24 年 10 月施行の改正労働者派遣法に新たに盛り込まれた規定について、契約締


結・職業選択・採用の自由といった根本原則や、他の労働規制とのバランスがとれたも


のになるように見直しを行うべきである。 
 


(1)日雇派遣の原則禁止 
日雇派遣（契約期間 30 日以内）の原則禁止は、その濫用が不安定雇用とワーキン


グプアの増加を招くのではないかとの問題意識から設けられたものである。しかし、


限られた期間・時間だけ働きたいと考える労働者がおり、短期間に労働者への需要が


集中する業務もある。こうした状況の下で、日雇派遣を規制することは、むしろ就労


マッチングや派遣元による雇用管理の有効性を損ない、他の形態（直接雇用等）の日


3 雇用対策法、職業能力開発促進法は、一つの会社に定年まで正社員として勤める長期雇用慣


行を前提とする考え方から、職場や雇用形態の変更があっても「職業生活の全期間」を通じ


て職業生活の安定や職業能力の開発・向上を目指す考え方に基本原則の転換を図っている。 
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雇を増加させているにすぎないとの指摘がある。 
直接雇用の日雇契約等との整合性を考慮し、濫用的利用の防止を図りつつ、例外規


定も含めた抜本的な見直しが必要である。 
 


(2)労働契約の申込みみなし制度について 
   労働契約申込みみなし制度（一定の違法状態が発生した場合に、派遣先が派遣労働


者に対して直接雇用の申込みをしたものとみなす制度。平成 27 年 10 月施行予定。）


については、いわゆる請負と派遣の区分があまりに厳格なため、意図せずして違法に


陥りやすいという問題がある中で施行された場合、過剰な「みなし」が行われるので


はないかといった不安が指摘されている。 
また、他の制度、例えば、有期労働契約の無期契約への転換制度（労働契約法 18


条）との整合性、報告書に記載された雇用安定措置との関係、契約締結の自由との関


係も考慮すべきであり、廃止を含めた見直しが必要である。 
 


(3)グループ企業派遣の８割規制 
グループ企業派遣は、派遣労働者、派遣先、派遣元間での情報の共有が容易である


ため、就労マッチングを高め、グループ内で有機的に労働者のキャリアを積み重ねる


ことができるというメリットがある。また、期間の定めがない労働者の雇用を行う特


定労働者派遣事業の観点からは、安定した派遣先の確保が不可欠であることも考慮す


べきである。 


派遣労働の濫用防止を図りつつ、８割という基準の妥当性を含め、規制の抜本的な


見直しが必要である。 
 


(4) マージン率等の情報提供 
マージン率の明示義務については、マージン率の中に社会保険料や派遣労働者のキ


ャリアアップのための派遣元負担費用なども含まれることから、比率の高さが必ずし


も派遣労働者の低待遇を示すとは言えない。また、日本の他の産業で同様の公開を求


めている事例もなく不公平であるという指摘がある。 


これらを踏まえ、マージン率の明示義務については、派遣先労働者と派遣労働者の


均衡処遇を推進しつつ、廃止すべきである。 
 


(5) 1 年以内に離職した労働者への規制 
  直接雇用されていた労働者を派遣労働者で置き換えることで労働条件の切り下げが


行われないように、離職後１年以内の者と労働契約を結び、元の勤務先に派遣するこ


とが禁止された。しかし、このことは就業機会の喪失につながるケースもあるため、


適切な例外を認めるべきである。 
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平成 25年 10月 31日 


 


一般用医薬品のうちスイッチ直後品目等の取扱いについて 


 


標記について、規制改革会議として以下の意見を述べる。 


 


 一般用医薬品のインターネット販売については、閣議決定の趣旨に沿って、


インターネット販売と対面販売とに不合理な差を設けることなく、安全性確保


の観点から、合理的かつ客観的な検討を行った上で、適切な仕組みを設けるこ


とを求めてきた。この点、再度強く要請する。 


 厚生労働省の「スイッチ直後品目等の検討・検証に関する専門家会合」の報


告書は、同会合の開催要綱に則り、スイッチ直後品目等について、その特性、


販売時の留意点を検討した結果、対面販売かインターネット販売かを問わず、


より慎重な販売を求めるものであり、販売方法を対面販売に限る科学的根拠に


は何ら言及していない。 


 そもそも、インターネット販売には、情報提供・収集の確実性、説明の再現


性など、安全性の確保等の観点からも優れた側面がある。また、対面販売と同


じく、販売するのは薬事法所定の販売従事者である。 


従って、スイッチ直後品目等については、その他の一般用医薬品の販売ルー


ルに加重して、品目ごとの留意点を販売時に確認するために必要なルールを、


対面販売とインターネット販売の双方に設けることを前提に、それぞれの販売


を認めることとすべきである。 


スイッチ直後品目等の販売ルールについては、これまで何ら検討がなされて


いない。ついては、「一般用医薬品の販売ルール策定作業グループ」を速やか


に再開し、その具体的な要件、方策等を至急検討すべきである。 


別紙４ 
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今後の農業改革の方向について 
 


平成 25年 11月 27日 
規 制 改 革 会 議 


 
 
 農業者の高齢化やそのリタイアに伴い受け手を必要とする農地が
急増することが予想される一方、次代の後継者が見つからない地域
が散見され、また耕作放棄地が増加するなど農業を巡る環境は極め
て深刻である。こうした中にあっても、我が国農業は、担い手への
農地集積・集約等を通じて農業生産性を飛躍的に拡大させ、本来有
するはずの国際競争力を活かしていかなければならないという構造
的課題を抱えている。 


このような課題を克服し、競争力ある農業、魅力ある農業を創り、
農業の成長産業化を実現するためには、既存農業者や新規参入者、
農業団体や企業等の意欲ある主体が、地域や市町村の範囲を越えて
精力的な事業展開を図るなど、新しい道を積極果敢に切り開いてい
く必要がある。 


このため、強みを引き上げ、弱みを克服する非連続的な施策を導
入し、平成 21 年改正農地法附則第 19 条第 5 項における 5 年後を目
途とした検討の中で、まずは以下の事項を中心として、早急に農業
改革に取り組むべきである。 
この他、農業・林業・水産業において、チャレンジする人を後押


しし、これらに従事する者が誇りを持てる強い農林水産業を実現す
るため、現在の規制・制度について、不断の検討、見直しを進める
べきである。 
 


１ 農業委員会 
農地の権利移動の調整機能を担ってきた農業委員会については、


農業を取り巻く環境が大きく変化する中で、その在り方を見直す
時期に来ている。 
既存農業者や新規就農者、広域的な事業展開を図る農業者といっ


た多様な担い手の活動を適切に確保する観点から、これらの者に対
して、公平かつ迅速に対応することが求められる。 


同時に、耕作放棄地が増加している現状や、今後、域外参入者
や農外企業を含め多様な担い手の参入が予想されることを踏まえ、
農業委員会が持つ地域の農地に関する知見を有効に活用しながら、
農地の保全について取組を一層強化する必要がある。 


このため、農地の権利移動に係る許可や農地転用に係る意見具
申、農地の適正利用の監視・監督に係る措置といった農業委員会
の業務における重点の見直しを図るとともに、委員の構成や選
挙・選任方法、事務局体制の整備等についての見直しを図るべき
である。 


別紙５ 


12







 
２ 農業生産法人 


生産性の飛躍的向上や国際競争力の強化が求められていること
等を背景に、多様な経営資源を有する法人が、農業の有力な担い
手としてその役割を果たすことが期待されている。 


特に、現行の農業生産法人の要件については、事業規模拡大に
十分に対応できるか、農業者の資金調達手段を狭めていないか、
その制度が現場に携わる者にとって簡素で分かりやすいものにな
っているか等の観点から、所要の改善を図ることが求められる。 
このため、農業生産法人が、地域の農業に貢献しつつ、意欲的


な事業展開ができるよう、企業の農地所有に係る農業関係者の懸
念にも配慮しながら、現行の要件の見直しを図るべきである。 


 
３ 農業協同組合 


農業者の組織として活動してきた農業協同組合は、少数の担い
手組合員と多数の兼業組合員、准組合員・非農業者の増加、信用
事業の拡大等の状況が見られるなど農業協同組合法（以下「農協
法」という。）の制定当時に想定された姿とは大きく異なる形態に
変容を遂げてきた。 


こうした状況を踏まえれば、「農業者」に最大限の奉仕をする組
合組織という農協法の理念を改めて想起し、組合員・准組合員等
の多様な関係者の調整を図るとともに、農業者の生産力の増進や
市場の開拓に係る取組、地域の独自性を発揮する組織の取組など
を強化する必要がある。 
このため、それぞれの組合が個々の農業者の所得増大に傾注で


きるよう、コンプライアンスの充実など組織運営のガバナンスに
ついての見直しを図るとともに、行政的役割の負担軽減や他の団
体とのイコール・フッティングを促進するなど、農政における農
業協同組合の位置付け、事業・組織の在り方、今後の役割などに
ついて見直しを図るべきである。 


 
４ その他農業諸団体 
  農業協同組合のほか、その他の農業諸団体についても、今後の


農政の在り方に対応して、それぞれの役割を再検討し、見直しを
図るべきである。 


 
 


以上 
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「攻めの農林水産業」実現のための 


規制改革要望を受けた改革事項について 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


平成 25 年 11月 27 日 


規制改革会議 


  


別紙６ 
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「攻めの農林水産業」実現のための規制改革要望を受けた改革事項について、別添


のとおり取りまとめたので報告する。 


 


これらの事項については、その実現に向け、引き続き関係省庁の取組を期待するも


のである。 
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No 事項名 提案の具体的内容等 措置の概要等 所管省庁


1


中国向け輸出水産
物に係る手続きの
円滑化（衛生証明
書発行機関の変
更）


現行の国内４検査機関から、行
政機関での衛生証明書の発行
を可能とする。


平成26年１月１日より、地方自治体を含む行政機関において衛生証明書の
発行を開始する。


厚生労働省


2
梅酒の表示の適正
化


梅酒の区分表示について、酸
味料を加えていない梅酒を本
格梅酒とし、その他は梅酒と表
示すること。


業界団体における、酸味料を加えていない梅酒を本格梅酒とすることなど
を内容とする自主基準の策定の取組に対し、必要な助言を行う。


財務省


3


大規模建築物にお
けるＣＬＴの活用の
ためのＪＡＳ規格の
策定及び基準強度
等に係る告示の整
備


ＣＬＴ（※）を一般的な建築資材
として広く利用するため、JAS規
格及び基準強度等に係る告示
の整備をすること。（※）ＣＬＴ：
ひき板を繊維方向が直交する
ように積層接着した重厚なパネ
ル


農林水産省にてJAS規格を平成25年内に制定予定。
国土交通省にて基準強度を含むＣＬＴを用いた建築物の一般的な設計法を
平成25年度から平成27年度にかけて検討し、結論を得次第措置する予定。
農林水産省においても強度データ収集等に協力。


国土交通省
農林水産省


4


付加価値の高い農
林水産物・加工食
品の需要拡大のた
めの機能性表示の
容認


人間の健康にとって機能性の
高い成分を含んだ農畜産物に
ついて、その機能性を表示でき
る仕組みを早急に構築するこ
と。


いわゆる健康食品等の加工食品及び農林水産物に関し、企業等の責任に
おいて科学的根拠をもとに機能性を表示できる新たな方策について、平成
25年度中に検討を開始し、平成26年度中に結論を得た上で実施する。


消費者庁
厚生労働省
農林水産省


5


働きながら日本料
理を学ぶための在
留資格の要件緩和


　在留資格「特定活動」の該当
例に調理師を加え、入国管理
上における一定の条件を整え
た留学生については、卒業と同
時に在留資格「留学」から「特定
活動」への変更を可能とし、一
定の期間日本国内で料理業務
に従事（就労）することを可能と
すること。


農林水産省が事業全体の運用に指導・監督的な立場で関与することを前
提に、平成25年内に方針の策定を目指す。


農林水産省
法務省


厚生労働省


6


多様化する農業法
人での雇用労働へ
の対応


農業に従事しつつ製造・加工・
販売等にも従事する従業員の
労働基準法上の取扱について
明確にしたガイドライン等を作
成すること。


農林水産省と連携し、農業における６次産業化の実態把握に努め、具体的
な対応の必要性について農林水産省と検討し、その有無につき平成25年
度中を目途に結論を出す。


厚生労働省


7


食品加工・輸出手
続きの円滑化（食
品衛生管理者の資
格取得の円滑化）


食品衛生管理者資格認定講習
会について、講習会の受講機
会の増加や、内容の簡素化等
により、受講者の負担の軽減が
図られるようにすること。


食品衛生管理者の講習会受講者の負担を軽減できるよう、一般共通科目
については全国３カ所程度での実施、専門科目については複数回実施でき
るよう検討し、調整でき次第速やかに実施する。


厚生労働省
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No 事項名 提案の具体的内容等 措置の概要等 所管省庁


8


小水力発電推進の
ための水利権に係
る手続の簡素化・
迅速化


慣行水利権が設定された水路
への小水力発電の設置につい
て、許可水利権が設定された
水路における従属発電と同様
の手続きで新規の発電水利権
が得られるよう、手続の簡素化
を行うこと。


慣行水利権が設定された水路に設置する小水力発電の水利使用手続につ
いて、以下の措置を行う。
①慣行水利権を利用した従属発電を法改正の登録制の対象とする場合
に、取水量調査の期間を短縮化することや取水量調査の頻度などを少なく
するなど地域の実情に応じて必要最小限の簡素なものとするよう農林水産
省と連携して整理し、周知徹底する。
②慣行水利権の農業用水路を利用した新規の発電許可について、地域の
実情に応じて河川管理者が調査した河川流量や河川環境のデータを活用
できるなどの簡素化措置について農林水産省と連携して整理し、周知徹底
する。
③地方整備局等において、上記簡素化措置にも役立てるよう、河川流量や
河川環境の調査を積極的に行い、地方整備局等に設置している小水力発
電のプロジェクト形成を支援する窓口を通じて、事業者の求めに応じて、そ
の調査結果を積極的に提供する。
上記について、平成２５年６月１４日に閣議決定された「規制改革実施計画」
の通り、平成２５年度検討・結論、結論を得次第措置する。


国土交通省


9


小水力発電推進の
ためのダム水路主
任技術者の選任基
準の緩和


小水力発電施設の設置のため
に必要なダム水路主任技術者
の選任について、農業水利施
設を活用した小水力発電を活
用するため選任要件の緩和を
行うこと。


土地改良法が適用される農業用水路等に水力発電設備が設置される場合
のダム水路主任技術者の選任不要化について、関係省庁等よりヒアリン
グ・データ収集等を行い、現在検討しているところ。電力安全小委員会での
審議を経て、平成25年度中に結論を得、必要に応じて速やかに告示改正等
の所要の手続きを行う。


経済産業省


10
食料品アクセス環
境の改善


買物不自由地域における食料
品の購入等の不便の解消のた
め、移動販売が円滑に実施で
きるよう、申請書の統一や取扱
要領の見直しを行うこと。


買物不自由地域を解消するための移動販売車を推進する観点から、移動
販売にかかる許可基準及び申請書様式の統一化を進める方策について平
成25年度中に検討し、技術的助言として示しているガイドラインの改訂及び
申請書様式について平成26年中に措置する。


厚生労働省


11
無人ヘリコプターの
重量規制の緩和


航空機製造事業法で定められ
る無人機については総重量
100kg以上のものが規制される
が、その重量を欧州並みの
150kgに引き上げるべき。


航空機製造事業法上の無人機の重量について、平成25年度中に見直す方
向で検討する。


経済産業省


12
外国人技能実習制
度の見直し


技能実習期間（１号及び２号、
合計３年）が終了し、一定レベ
ル以上の技能を身につけた技
能実習生が、より高度な技能も
しくは多能工として必要な関連
技能を身につけるため、更に２
年程度の技能実習を可能とす
る制度を創設するべき。


法務大臣の私的懇談会である「第６次出入国管理政策懇談会」において、
制度適正化のための施策とともに、管理が優良な事業者及び一定の要件
を満たす優秀な実習生に限り再技能実習を認める等の施策について、国際
協力に資する観点から検討し、平成26年内に結論を得る。


法務省
厚生労働省
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労働時間規制の見直しに関する意見  
 


平成25年12月５日 


規 制 改 革 会 議 


 
改革の目的：多様な形態で働く者それぞれの健康を確保し、創造性と高い生産


性を発揮できる柔軟な労働環境をつくる。それを通して労働者の活力と企業の


競争力を高め、力強い経済成長を実現し、新たな雇用機会を創出する。 
 


１． 労働時間法制の包括的な改革を 
 


 健康確保の徹底のための取組み･･･わが国ではフルタイム労働者の総実労


働時間は過去20年ほど変わっておらず、長時間労働はいまだに大きな社会


問題である。健康確保を徹底するために、労働時間の量的上限規制の導入


が必要である。 


 


 ワークライフバランスの促進･･･年次有給休暇消化率、長期連続休暇の取得


率が国際的にみても低い。休日・休暇取得促進に向けた強制的取り組みや、


労働時間貯蓄制度（時間外労働に対して割増賃金ではなく休暇を付与する


制度）の本格的導入などが必要である。 


 
 一律の労働時間管理がなじまない労働者に合った労働時間制度の創設･･･


労働者の中には、その成果を労働時間の長さで測ることができず、実労働


時間で管理することがなじまない層が多様に存在する。こうした労働者の


生産性を上げ、長時間労働を解消するために、労働時間の長さと賃金のリ


ンクを切り離し、その働き方にあった労働時間制度が必要である。 


 
 
２． 労働時間規制の三位一体改革を 
 
 上記の、①労働時間の量的上限規制、②休日・休暇取得に向けた強制的取


り組み、③一律の労働時間管理がなじまない労働者に適合した労働時間制


度の創設、は相互に連関した課題である。それぞれが個別に議論されると、


使用者側・労働者側いずれかからの反対を受け、議論が進まない。 
 
 規制改革会議では、上記 3 つをセットにした改革として、労使双方が納得


できるような「労働時間の新たな適用除外制度の創設」を提案したい。 


別紙７ 
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３．一律の労働時間管理がなじまない働き方に合い、健康確保と両立する適用


除外制度の創設 
 


（1）現在ある労働時間の例外的措置のうち、①管理監督者の適用除外、②裁量


労働制、の2つについては、前者は“名ばかり管理職”を生んでいるという


問題が指摘されており、後者は手続が煩雑で利用度が低い。このため、分か


りやすく実態に合致した新制度を創設する。 


 


（2）適用除外の範囲は、国が対象者の範囲の目安を示した上で、基本的には、


企業レベルの集団的な労使自治に委ねる（労使代表で労使協定を締結）。ま


た、割増賃金制度は深夜を含めて適用しないこととする(労基法37条)。 


 


（3）使用者の恣意的運用を排除するため、取り決め内容（労使協定）を行政


官庁（労働基準監督署長）に届け出ることを義務化する。 


 


（4）適用除外対象者の健康確保を徹底し、ワークライフバランスを促進する


ため、①労働時間の量的上限規制と、②休日・休暇取得促進に向けた強制


的取組みをセットで導入する。①②それぞれについて、下記の具体例のよ


うな取組みの中から、産業、職務等の特性に応じて、労使の合意によりい


ずれか一つまたは複数の組み合わせを選択する。そのための枠組みを国が


設定する。 


 


（5）国が枠組みを設定するにあたっては、企業活動の実態に合わず、企業の


活力低下につながることがないよう、適切な選択の幅が用意されるべきで


ある。また、非常時においては、労使の取り決めにより、一時的にこうし


た規制を緩和できるよう、十分配慮されるべきである。 


 


（6）一定の試行期間を設け、当初は過半数組合のある企業に限定する。 


 


【例：セットで導入すべき取組み。いずれか一つ又は複数の組合せとする】 


(1) 労働時間の量的上限規制 


・一定期間における最長労働時間の設定 


・翌日の労働開始まで健康安全確保のための最低限のインターバルの導入、など 


注：経営層に近い上級管理職等については、労働時間の量的上限規制に代えて健


康管理のための適切な措置の義務付けを行うことも考えられる。 
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(2) 休日・休暇取得に向けた強制的取組み 


・年間 104 日（週休 2 日相当）の休日を、労使協定で定めた方法で各月ごと


に指定して取得 


・年休は労使の協議に基づいて柔軟かつ計画的に付与（年休時季指定権を使


用者へ付与した上で労働者の希望・事情を十分考慮） 


・長期連続休暇の義務化、など 


 


 


４．今後の議論の進め方 
 


 現在、労働政策審議会では、中小企業に猶予されている時間外割増賃金率、


企画業務型裁量労働制の在り方など個別テーマを中心に議論がなされてい


るが、長年の長時間労働問題を解決するには、労働時間法制を包括的に議


論することが不可欠である。 


 


 労働時間法制の適用除外制度の基本的な枠組みについて、規制改革会議の


本意見を受けて、労働政策審議会において議論が開始されることを強く期


待する。 


 


 規制改革会議は、厚生労働省、労働政策審議会の取り組みを注視し、検討


状況の聴取などを行いながら、必要に応じて会議の意見を示すなど引き続


き積極的な働きかけを行っていく。 


 


 新たな適用除外制度が機能するためには、労働時間の多寡によらない成果


評価の基準を明確化していくとともに、長時間労働を是正するための働き


方の工夫が必要である（職務範囲や責務の明確化、職務限定型の働き方の


促進など）。 


 


以上 


20







 
ジョブ型正社員の雇用ルール整備に関する意見 


 
平成25年12月５日 


規 制 改 革 会 議 


 
改革の目的：個人のライフスタイルに合わせた多様な働き方やキャリア形成を


可能にし、労使双方にとってメリットを生む働き方を確立することで、安定的


な雇用創出を促進する。 
 


１． ジョブ型正社員のルール整備を目指して 
 
 ジョブ型正社員（職務、勤務地、労働時間いずれかが限定される正社員）


は、専門性に特化したプロフェッショナルな働き方、子育てや介護との両


立、正社員への転換を望むも無限定な働き方は望まない非正社員、等の受


け皿として重要である。 


 
 ジョブ型正社員は多くの企業で既に導入されているが、その特性に沿った


雇用管理が行われていない、または、そうした雇用管理が事前に明確に設


定されている場合でも、実際の運用において徹底されていないことが多い。


したがって、ジョブ型正社員の形態・内容について労働契約や就業規則で


明示的に定めることが必要である。 


 
 その際、従来の「無限定契約」と「ジョブ型（限定）契約」との相互転換


を円滑化し、ライフスタイルやライフサイクルに合わせた多様な就労形態


の選択を可能にすること、また、両契約類型間の均衡処遇を図ることが必


要である。 


 
 規制改革会議では、本年 6 月の「規制改革会議雇用ワーキング・グループ


報告書」の内容を踏まえ、①契約締結・変更時の労働条件明示、②無限定


正社員との相互転換制度と均衡処遇、に関して意見を表明することとする。 


 
２． 契約の締結・変更時の労働条件明示について 
 
(1)ジョブ型正社員の雇用形態を導入する場合には、就業規則においてジョブ型   


正社員の具体的な契約類型を明確に定めることを義務付ける。 
 


別紙８ 
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(2)ジョブ型正社員を採用するときは、その契約類型であることを契約条件とし


て書面で交わし明確にすることを義務付ける。 
 
(3)労働条件明示に関する現行規定は、労働契約締結時だけを対象としていると


解されているため、ジョブ型正社員については、労働条件を変更する場合に


も、変更内容を書面で明示することを義務付ける。 
 
(4)労働基準法施行規則第 5 条により労働者に通知することが求められる事項


の一つである「就業の場所及び従事すべき業務に関する事項」につき、無限


定正社員か又はジョブ型正社員かの別について明示することを義務付ける。 
 
３．相互転換制度と均衡処遇について  
 
(1)無限定契約とジョブ型（限定）契約について、相互転換を円滑にする方策を


法的枠組みも含めて検討する。 


 


(2)相互転換に当たっては、労働者本人の自発的意思を前提とし、労働条件決定


を合意することに加え、労働条件変更の書面による明示を義務付ける。 


 


(3)均衡処遇を図るために、有期労働契約について無期労働契約との不合理な労


働条件の相違を認めないとする労働契約法第20 条に類する規定（雇用形態


による不合理な労働条件の禁止）を設ける。 


 


４．今後の議論の進め方 
 
 本意見を受けて、厚生労働省「多様な正社員の普及・拡大のための有識者


懇談会」（以下「懇談会」）において議論が深められることを強く期待する。 


 


 「懇談会」は、多様な正社員の雇用管理上の留意点とりまとめを平成26年


の夏～秋と予定しているが、規制改革実施計画で定められた「平成26年度


中周知」のためには、2～3 か月程度の公表前倒しが必要であり、迅速な検


討をお願いしたい。 


 


 規制改革会議は、「懇談会」を含む厚生労働省の取り組みについて検討状況


の聴取を行いながら、必要に応じ会議の意見を示すなど引き続き積極的な


働きかけを行っていく 。                   


                                 以上 
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「保険診療と保険外診療の併用療養制度」改革の方向性について 


 


平成 25年 12月 20日 


規 制 改 革 会 議 


 


 


当会議は、健康・医療分野の規制改革について、①有効な医療


技術をいち早く国民に届ける、②わが国の医療分野での国際競争


力を高める、③国民皆保険の維持と保険財政の適正化を図る、と


いう３つの観点を踏まえて審議を重ねている。 


本年７月以降、保険診療と保険外診療の併用療養制度をめぐる


問題（いわゆる混合診療問題）を最優先案件の１つに掲げて取り


組んできた。 


先進的な医薬品・医療機器を用いた医療技術の革新が急速に進


むなか、患者や医師のニーズは多様化している。今後、保険外診


療の利用はさらに拡大することが見込まれる。一方で、現在まで


行ってきた審議を通して、以下のようなさまざまな問題が明らか


になっている。 


患者にとってよりよい制度とするためには制度の抜本的な改革


が必要であり、ここにその方向性を提案したい。この方向に沿っ


てさらに審議を重ね、来年 6月までにとりまとめることとする。 


 


【現行制度の問題点】 


①患者が、保険診療と併せて、自らの負担と判断で保険外診療を利


用すると、保険部分についても保険が効かなくなる。多額の費用


をかけねば患者が自らの治療を選択できない。（自己選択権の阻


害） 


 


②医師が患者にとって最適だと考える治療を行いたくても、それが


保険外診療を含む場合は、患者のニーズに沿ったきめ細かな医療


選択を困難にする。(医師の裁量権の阻害) 


 


③実際の医療の現場では、医療機関を替えたり、別の日にカルテを


別建てにしたりして保険診療と保険外診療を切り離すことで、事


実上の混合診療が行われている。すなわち、規制回避のために患


者に負担や不便を強いる結果になっている。また、同じような診


療行為が混合診療とされたりされなかったりして、不合理で不公


正な事態を招いている。（注１） 


別紙９ 
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④混合診療を禁止する理由は、安全性・有効性が確認されない診療


を排除するためとされるが、これを明示的に禁止する根拠規定は


なく、明確な考え方や基準も具体的に示されていない。現実には


様々な保険外診療が行われており、混合診療の禁止は、安全確保


策としては機能していない。 


 


⑤これまでの規制緩和によって併用できる保険外診療の対象が広


がり、審査期間も短縮されているが（注２）、審査になお数か月を


要し、一刻を争う患者のニーズに応え得る制度となっていない。


また、現行制度は、対象診療を一般的に適用することに主眼を置


いているため、患者の個別の必要性に十分に応え得る制度となっ


ていない（注３）。 


 


⑥現行制度（評価療養制度）では、将来の保険収載を前提として保


険診療との併用が認められるため、有効性・安全性以外の理由、


例えば商業上の理由で保険収載の見込みがなくなった場合、患者


には大幅な負担増加が生じることになりかねない。 


 


⑦国民が必要とする診療を保険収載すべきことは当然だが、高価な


医薬品、医療機器が次々に開発されるなか、患者や医師のニーズ


に応えて保険収載の範囲が拡大していくと保険財政の維持が厳


しくなりかねない。保険収載されていない医薬品、医療機器等を


より利用しやすくしなければ、真に必要なときに望む治療を得ら


れないことになる。 


 


注１：混合診療の禁止は、一つの疾病における初診から診療終了までの“一連の診療行為”


のなかに、保険診療と保険外診療が混在することを禁止するものとして解されてい


る。しかし、何が“一連の診療行為”に該当するかの明確な基準は具体的に示され


ていない。 


注２：平成 18 年には、特定の場合に保険診療相当部分の保険給付を認める保険外併用療


養費制度（その前身は昭和 59年に創設された特定療養費制度）が設けられた。さら


にその制度が拡充され、最近では、先進医療ハイウェイ構想等による対象医療の拡


大や審査期間の短縮が進められている。 


注３：例えば、諸外国においては一刻をあらそう重篤な患者のニーズに応えるための「コ


ンパッショネートユース（compassionate use）」（人道的使用）の制度がある。これ


は、他に代替治療の存在しない場合に医薬品を一定の要件のもとで選択できるよう


にするものであり、我が国においても、その制度化が検討課題とされている。 
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【改革の方向性】 


１．患者が自らの治療に対して納得した上で治療内容を選択できる


ようにすべきである。その際、患者が自ら判断できるだけの十分


な情報を手に入れる（患者と医師との間の「情報の非対称性」を


埋める）ための仕組みを併せて導入することとする。 


 


２．医師が専門家として最適の治療を選択する裁量権を持てるよう


にすべきである。その際、医師のモラルハザードを防ぐために、


治療内容を客観的にチェックする仕組みを併せて導入すること


とする。 


 


３．いかなる診療であれ、その治療法に対する患者の正しい認識が


必要である。したがって、保険診療と併せて保険外診療を行う医


療機関や医師の診療内容について、短期間に安全性等に関する十


分な情報を患者に提供できるような仕組みを導入することとす


る。 


 


４．上記１～３の新たな仕組みは、国民皆保険の維持を崩すことな


く、保険財政の長期的な適正化とも整合性を有するように改革を


進めるべきである。 


 


以上 
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介護・保育事業等における経営管理の強化と 


イコールフッティング確立に関する論点整理 


 


平成 25 年 12 月 20 日 


規 制 改 革 会 議 


 


 


○ 社会福祉事業を取り巻く環境は大幅に変化している。まず、社会福


祉法人による福祉サービスの提供が、「措置」という行政の委託から


利用者との「契約」へと変化した。 
 
○ また、介護保険制度の導入以降、在宅サービスなどの分野では株式


会社やＮＰＯ法人が参入し、多様な経営主体が競合する市場になった。 
 
○ これらの状況を踏まえ、第一に、補助金や非課税措置などの財政上


の優遇措置を受けている社会福祉事業者は、ガバナンスの確立と経営


基盤の強化を行い、利用者が安心して福祉サービスを受けられるよう


にすべきである。 
 
○ 第二に、さまざまな事業者が利用者の立場に立ってサービスの質や


多様性を競い、豊富な福祉サービスが提供されるよう、経営主体間の


イコールフッティングを確立すべきである。 
 
○ 当会議は、以下に示す論点に沿って引き続き議論を深め、来年６月


までに、より具体的な提案を行っていくこととする。 


 
 
１．事業者のガバナンス 


（１）財務諸表の情報開示 


 厚生労働省は、全国の社会福祉法人の財務諸表を集約し、一覧性及


び検索性をもたせた電子開示システムを構築すべきではないか。 


 厚生労働省は、社会福祉法人の財務諸表の公表において、標準的形


式を提示し、各法人が原則としてＨＰ上で開示を行うように指導す


べきではないか。 


 


（２）補助金等の情報開示 


 厚生労働省は、全国の社会福祉法人が国や地方自治体から受けてい


る補助金等の状況を一元的に把握し、国民に分かりやすく開示すべ


きではないか。 


 そのために、厚生労働省は、社会福祉法人が受けている補助金や社


会貢献活動に係る支出額等の状況が利用者や国民に分かるよう、標


別紙１０ 
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準的形式を提示し、各法人にその開示を義務づけるべきではないか。 


 


 


（３）内部留保の明確化 


 社会福祉法人の巨額の内部留保が問題となっている。厚生労働省は、


内部留保の位置付けを明確化し、福祉サービスへの再投資や社会貢


献での活用を促すべきではないか。 


 厚生労働省は、社会福祉法人に対して、明確な事業計画に基づく目


的別の積立（退職給与引当金や修繕積立金等の別途積立金の活用）


を行うことを指導すべきではないか。 


 


（４）調達の公正性・妥当性の確保 


 厚生労働省は、社会福祉法人とその役員の親族や特別の利害関係を


有する者との取引について、取引相手および取引内容を開示する等、


調達の公正性や妥当性を担保する仕組みを検討すべきではないか。 


 


（５）経営管理体制の強化 


 厚生労働省は、社会福祉法人の内部管理を強化するため、理事会や


評議員会、役員等の役割や権限、責任の範囲等を法令等で明確に定


めるべきではないか。 


 厚生労働省は、社会福祉法人のサービスに対する第三者評価受審率


の数値目標を定めるべきではないか。さらに、一定の事業規模を超


える社会福祉法人に対して外部機関による会計監査を義務づけるべ


きではないか。 


 


（６）所轄庁による指導・監督の強化 


 厚生労働省は、地方自治体等の所轄庁の指導・監督を強化するため、


監査のガイドラインや監査人材の育成プログラムを策定することと


し、その工程表を策定すべきではないか。 


 厚生労働省は、経営の悪化した社会福祉法人に対して、所轄庁が措


置命令等の行政処分に先駆けて助言や勧告を行えるよう社会福祉法


の見直しを行うべきではないか。 
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２．経営主体間のイコールフッティング 


 介護・保育分野は、営利法人と非営利法人が共存し、同種のサービ


スを提供する特殊な市場である。多様な経営主体がサービスの質を


競い、利用者の利便が高まるよう、経営主体間のイコールフッティ


ングを確立すべきではないか。 


 第一種社会福祉事業の経営主体は、原則、行政又は社会福祉法人と


定められている。そのうち、特別養護老人ホームなどの施設は、個


別法によっても経営主体が社会福祉法人等に限定されている。厚生


労働省は、多様な経営主体が参入して利用者の利便を高めることが


できるよう参入規制を緩和すべきではないか。 


 社会福祉法人に対しては、補助金や非課税措置などの財政上の優遇


措置がとられている。株式会社やＮＰＯ法人が参入して同種の事業


を展開するようになったという変化を踏まえ、経営主体間で異なる


財政上の措置を見直すべきではないか。 


以 上 
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医療提供体制に関する意見 


平 成 25年 12月 20日 


規 制 改 革 会 議 
 
○ 高齢化が進展し医療需要が高まる中、地域の限られた医療資源を


有効活用することの重要性が増している。また、単身又は夫婦高齢


者世帯の割合の増加等により、在宅医療・介護提供体制の早急な構


築が求められている。 
 
○ 現在、厚生労働省においても、これらの課題を踏まえ、次期通常


国会での医療法改正に向けた検討が行われている。医療法をはじめ、


今後の医療提供体制に係る制度改正に当たり、厚生労働省に対し以


下の項目を提言する。 
 
１．最適な地域医療の実現に向けた医療提供体制の構築 
 
都道府県が策定する医療計画は、地域の限られた医療資源を有効活


用する上で、重要な役割を担っている。しかしながら、現行の医療計


画においては、医療提供体制への規制として、主に病床規制のみを用


いており、プライマリケアの充実、ＩＣＴを活用した医療・介護のネ


ットワークの構築、医師の偏在是正等、顕在化した多くの課題に対応


しきれていない。医療計画が、最適な地域医療の実現という本来の役


割を果たせるよう、その在り方の見直しを行うとともに、計画の実効


性を高めるための具体的な方策を講じるべきである。 
 
（１）医療計画の在り方の見直し 


・ 医療・介護を含めた医療提供体制全体の目指すべき方向性を国


民に分かりやすく示すため、都道府県が策定する医療計画、介護


保険事業支援計画、医療費適正化計画等の計画について、見直し


時期を一致させるとともに、相互の関係性を明確にし、超高齢社


会の到来を踏まえた総合的な取組が可能なものとすべきである。 


・ 医療計画の策定に当たっては、患者の視点に加え、医療費適正


化の視点も重要性を増していることから、そのプロセスにおいて、


保険者の意見を取り入れる仕組みを構築すべきである。 


・ ＩＣＴを活用した情報共有により、医療機関のネットワーク化、


セルフケアの推進、予防活動の充実等を進めるため、国・地方を


挙げて取り組むとともに、医療ＩＣＴ化の計画について医療計画


に盛り込むべきである。 


別紙１１ 
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（２）医療資源の適正配置 


・ 医療計画の実効性を高めるため、都道府県において、地域ごと


の必要医師・看護師数、必要医療機器数、診療科ごとの必要医師


数を順次推計し、医療資源の過不足を的確に把握し、公表すべき


である。 


・ 医師の偏在是正のため、医師不足の地域や診療科への就業イン


センティブを充実させるべきである。 


・ 医療資源の過度な集中を排除するとともに、医療機関の質の向


上を図るため、医療機関の外部評価により、医療機関間の適切な


競争を促すべきである。 
 
（３）二次医療圏の範囲等の見直し 


入院医療の提供単位である二次医療圏の設定に当たっては、患


者の利便性を第一に考え、医療機関からの時間距離のデータの活


用を図るべきである。また、二次医療圏の範囲や医療提供体制の


在り方について、都道府県が地域の実情に応じてより主体的に検


討できるよう、医療計画作成指針等による国の関与を見直すべき


である。 
 
（４）病床規制の見直し 


・ 病床規制により、病床の既得権化を招き、実力のある医療機関の


増床が妨げられる結果、医療機関の適正な競争が阻害されている。


医療機関ごとの病床の稼働状況について調査した上で、公的・民間


それぞれについて、非稼働病床の削減方策を検討すべきである。 


・ 保険診療を担う民間医療機関については、都道府県知事が、非稼


働病床の削減を命じることができる仕組みを検討すべきである。 


・ 高齢化等、人口動態に応じた適切な病床配置が行われるよう、都


道府県における必要病床数の将来推計の実施、及び必要に応じた特


例病床制度の活用を推進する。 


・ 既存の医療機関の建替え・補修の場合、二次医療圏の境目にお


いてそれぞれ別の二次医療圏に属する医療機関が統合する場合、


医療機関の経営統合により開設者が変わる場合等においては、病


床規制の柔軟な対応を徹底すべきである。 
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（５）７対１看護基準の見直し 


患者７人に対し看護職員１人以上を配置する医療機関に適用さ


れる入院基本料の７対１看護基準は、急性期医療を担う医療機関へ


の医療資源の集中を目的とした制度であるが、実質的に急性期医療


を行っていない医療機関にも適用されているとの指摘がある。この


ため、７対１看護基準における平均在院日数の算出方法を厳格化す


べきである。さらに、平均在院日数の基準の短縮についても検討す


べきである。 
 
（６）地域医療支援センターの見直し 


医師のキャリア支援等を行う地域医療支援センターの事業は、


医師の雇用者である病院が行うことにより実効性を高めることが


可能である。このため、地域医療支援センターの事業の法定化に


当たっては、地域の中核を担う病院への委託を推進すべきである。 
 
（７）プライマリケア体制の確立 


・ 必要な時にあらゆる病気を診てもらえるプライマリケア体制の


確立は、地域住民の大きな安心につながる。このため、プライマ


リケアの専門医が求められており、そのための教育制度や資格、


その後の継続的な研修等の在り方について検討すべきである。 


・ 我が国では、本来高度医療を担うべき大規模病院がプライマリ


ケアも行っており、高度医療に特化しにくい仕組みとなっている。


このため、中長期的な課題として、患者のフリーアクセス（注１）


を担保しつつ、プライマリケアの専門医がゲートキーパー機能（注


２）を担う仕組みを確立すべきである。 
 
注１：「フリーアクセス」については、社会保障制度改革国民会議報告書において、「ともすれ


ば『いつでも、好きなところで』と極めて広く解釈されることもあったフリーアクセス


を、今や疲弊おびただしい医療現場を守るためにも『必要な時に必要な医療にアクセス


できる』という意味に理解していく必要がある」と指摘されており、当会議においても


同様に理解している。 


注２：本意見における「ゲートキーパー機能」は、患者の身近にいて何でも相談に乗ってくれ


るプライマリケアの専門医が最初に診察を行った上で、高度で専門的な治療を要する等


の場合には、適切な高次の医療機関と連携して問題の解決に当たることを意味している。 
 
（８）我が国の医療提供体制の目指すべき方向性の提示 


持続可能な社会保障制度の確立を図るとともに、ＩＣＴの活用


等の分野横断的な政策を効率的に進めるため、国レベルにおいて


も、医療・介護を含めた医療提供体制全体の目指すべき方向性に


ついて検討を行うべきである。 
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２．生活の場での医療・介護環境の充実 
 
団塊の世代の高齢化に伴い、単身又は夫婦高齢者世帯の割合が増加


するなど、家族関係は変容している。自らの住み慣れた地域及び環境


で医療・介護を受けることを希望する高齢者等に対して、自宅、医療


機関、介護施設等で切れ目ないサービスを提供するために、介護士の


確保・養成を含め、在宅医療の提供体制を早急に整備すべきである。 
 
（１）在宅医療専門の診療所 


現在、健康保険法の趣旨である医療機関へのフリーアクセスの


解釈により、保険医療機関に外来患者を受け入れる体制を有して


いることを求める運用がなされており、在宅医療を専門に行おう


とする診療所にとって制約となっている。このため、在宅医療を


主として行う診療所開設において、まずは開設要件を明確化し、


さらに、診療所の外来機能要件の緩和を検討すべきである。 
 
（２）特別養護老人ホームにおける医療環境の改善 


特別養護老人ホームには人員配置基準により医師が必要数配置


されている前提のもと、末期の悪性腫瘍や緊急の場合等を除き、


他の医療機関は診療行為を行ってはならない。ところが、特別養


護老人ホームの医師は非常勤の嘱託医が多く、患者が必要とする


際に医師が不在であることが多いとの指摘がある。このため、医


療的ケアが必要な高齢者が増加する中、特別養護老人ホームにお


ける適切な医療提供の在り方について検討すべきである。 
 
（３）医薬品・衛生材料の提供 


在宅医療においては、医療機関が患者の自宅に訪問する看護師


に対して医薬品・衛生材料を提供しなければならないが、それら


が十分になされる仕組みになっていないとの指摘がある。このた


め、医療機関が適時に必要量の医薬品・衛生材料を提供できる体


制を構築すべきである。 


以上 
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ＩＴ関連の規制改革事項について（案） 
 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


平成 25 年 12月 20 日 


  規制改革会議 


 


  


別紙１２ 


33







 


 


 


IT 関連の規制改革事項について、日本再興戦略（平成 25 年 6 月 14 日閣議決定）に


盛り込まれた「IT 利活用の裾野拡大のための規制制度改革集中アクションプラン」の


策定に際し、別添のとおり取りまとめたので報告する。 


この報告においては、IT 利活用により、国民等の①選択肢の拡大及び②負担軽減に


資する規制改革事項のほか、③対面・書面交付の見直しに係る規制改革事項について


とりまとめているものである。 


規制改革会議としては、今回の報告に掲げられた項目のフォローアップはもとより、


IT 利活用の裾野拡大のための規制改革について、引き続き取り組んでいくこととした


い。 
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No 事項名 提案の具体的内容等 措置の概要等 所管省庁


1


クラウドメディア
サービスの実現の
ための規制の見直
し


クラウドメディアサービスにおけ
る著作権に係る事項は、事業
者が積極的にサービス展開で
きるように、法令上の解釈運用
を明確化すべき


著作権の適切な保護と著作物の公正な利用の調和を図りつつ、新しい産
業の創出・拡大に資する観点から、クラウドにおける私的複製を支援する
サービスや、情報活用のサービス等についてサービス提供を可能とするよ
うな権利制限規定の在り方や円滑なライセンシング体制の構築について文
化審議会著作権分科会法制・基本問題小委員会において検討を行い、関
係者間の合意が得られることを前提に平成26年度のなるべく早い時期に結
論を得る。


文化庁


2
外部委託先の監督
についての明確化


金融機関によるクラウドサービ
スの活用が可能となるよう、ク
ラウドサービスの実態に応じ
て、外部委託先の監督規制の
見直しを行うべきである。


クラウドサービスの健全な発展を図る観点から、平成26年度から開始され
る財団法人金融情報システムセンターの安全対策基準の検討、改定内容
を踏まえ、クラウドサービスの適切なリスク管理、監督のあり方について検
討し、必要な措置を実施する。
また、クラウドサービス事業者への監査方法については、上記の検討状況
と合わせ、周知徹底等の必要な措置を実施する。


金融庁


3


教育情報化の推進
に関する制度見直
し等


教科書は紙ベースの「教科用
図書」のみ認められている（学
校教育法第34条）。電子教科書
も「教科用図書」と位置づけ、教
科書検定制度や無償給与制度
等を見直すべき


実証研究などの状況を踏まえつつ、デジタル教科書・教材の位置づけ及び
これらに関連する教科書検定制度などの在り方について、平成26年度まで
に課題を整理し、平成28年度までに導入に向けた検討を行う。


文部科学省


4


現況地形及び施工
図の３Ｄ化・配信の
推進


公共工事の設計、積算、入札
及び契約については２Dの設計
図書を用いることが前提となっ
ているが、土工量計算やその
結果から工期算出する上でも、
容易にかつ正確に算出が可能
となり、見積もり誤り及び工期
遅れを防止することにも効果が
あり、情報化施工促進に大きく
役立つことから３次元化を推進
すべきである。


公共事業の計画から調査・設計、施工、維持管理、更新に至る一連の過程
において、３次元モデルを活用し、一連の建設生産システムの効率化・高度
化を図るCIM(Construction Information Modeling)について、試行を行いつ
つ、制度設計をおこなう。平成26年度には３次元モデルを用いた数量計算
手法の活用及び設計成果の納品基準の策定等について検討を行う。


国土交通省


5
建築確認申請の電
子化


BIMの普及活用の状況を踏ま
え、確認申請の電子化を促進
すべき。


BIM(Building Information Modeling)やCAD等から作成された電子データを用
いて建築確認申請の電子申請を行う場合の留意点について、平成25年度
中に通知する。


国土交通省
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No 事項名 提案の具体的内容等 措置の概要等 所管省庁


6


公的機関からの電
子的手段による通
知の促進


住民税特別徴収に係る手続き
は、eLTAXをベースとし、全自
治体において電子的に行える
ようにすべき。具体的には、①
企業に対する給与所得等に係
る市町村民税・道府県民税特
別徴収税額の決定・変更通知
書の電子化（１企業に対して１
つの電子データでの提供）、②
個人への税額通知方法の統一
（データを一本化し、各納税者
が専用ＨＰへアクセスすること
により参照できる仕組みの構築
等）、③「給与所得等に係る市
町村民税・道府県民税特別徴
収税額の決定・変更通知書」の
フォーマットの統一化
を実現すべきである。


①eLTAXにおいては、複数の市町村からある一つの企業に当該特別徴収
税額通知を送信する場合、当該複数の市町村からの電子データが１つの
データとして、企業に送信される機能が既に実装されているところ。eLTAX
を通じ、当該特別徴収税額通知を電子署名付きの電子データで送付するこ
とについては、平成27年９月を目処にeLTAXを改修し、その後、各市町村に
おいて税務システムをeLTAXに対応できるよう改修を進め、完了した市町
村から順次電子署名付きの電子データの送付を開始する。
②各納税義務者が専用のホームページ上で税額を参照できる仕組みにつ
いて、社会保障・税番号制度におけるマイ・ポータルの機能と併せて検討を
行う。
③「給与所得等に係る市町村民税・道府県民税特別徴収税額の決定・変更
通知書」に係るeLTAX仕様の統一的なフォーマットについては、①の改修に
併せて平成27年９月を目処に対応する。


総務省


7


地下街等の閉空間
における電波申請
書（工事設計書）の
簡素化


電波中継装置の電波申請で、
多数のアンテナに関する申請を
同時に行う際には、１件ごとの
入力ではなく、一覧表の添付
（excel,csv形式など）で一括申
請できるようにするなど、電波
利用電子申請・届出システムの
改善を図るべきである。


企業の利便性を高める観点から、電波中継装置の一括申請等の電波利用
電子申請・届出システムの機能改善について、平成27年度のシステムの機
能改修までに検討をおこない、結論を得る。


総務省


8


国税関係帳簿書類
の電子化保存に関
する規制の見直し


電子帳簿保存法に定める「一
貫性」「相互関連性」「見読可能
性」「検索機能」等は、紙帳簿で
は具体的に求められていない
要件であり、紙による保存より
も過度に厳格になっているこれ
らの要件を見直すべき。また、
電子帳簿保存により、企業サイ
ドのみならず、当局の事務効率
化も図るよう、紙による保存より
も電子保存を促進する観点で
法を見直すべき。さらに税務関
係書類等の国税関係書類の電
子保存（スキャナ保存）に係る
要件等について、企業の業務
効率の向上を図るため見直す
べき。


国税関係帳簿書類の電子保存について、国税の納税義務の適正な履行を
確保しつつ、電子保存によりコスト削減をいかに図るかという観点から、業
界団体等に対するアンケート、ヒアリングを通じて把握した保存の実態や保
存に関する技術動向及び電子データの訴訟上の証明力に関する判例動向
を踏まえ、電子保存が可能な国税関係帳簿書類の範囲等につき検討を行
い、関係者等の意見を踏まえた上で、平成27年度以降できる限り早期の税
制改正プロセスで結論を得る。


財務省
国税庁


9


非対面サービスで
の本人確認、年齢
確認


非対面での本人確認について
は、国民や法人等の利便性を
高めるため、非対面で完結する
簡便な本人確認方法を構築す
る。


非対面での本人確認については、ＦＡＴＦ勧告への対応を含むマネー・ロン
ダリング対策として必要な水準を維持しつつ、国民や法人等の利便性を高
める観点から、公的個人認証サービスの民間活用を含む非対面で完結す
る本人確認方法について、事業者等からの具体的な提案に基づき検討を
行い、結論を得る。


警察庁
総務省
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No 事項名 提案の具体的内容等 措置の概要等 所管省庁


10


保険契約の解約返
戻金がないことを記
載した書面の交付
義務の緩和


保険料の計算に際して予定解
約率を用い、かつ保険契約の
解約返戻金を支払わないことを
約した保険契約の保険募集に
際して、解約返戻金がないこと
を保険契約者に説明するため
の方法は「書面の交付」に限定
されているが、これを緩和し、当
該書面に記載すべき事項を電
磁的方法により提供することが
できるようにすべきである。


事前に契約者の承諾を得ることを前提に、保険契約の解約返戻金がない
旨の説明書面等につき、電磁的方法により提供することを可能とすることに
ついて、保険契約者等保護に留意しつつ、平成25年度中に検討を行い、結
論を得る。


金融庁
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国家戦略特区の進め方について 


 


２０１４年１月７日 


秋 池 玲 子 


坂 根 正 弘 


坂 村  健 


竹 中 平 蔵 


八 田 達 夫 


 


１、国家戦略特区制度の目的の確認 


○国家戦略特区の制度の主眼は、これまでの構造改革特区、総合特区では十


分に実現できていない「岩盤規制」の改革及びそれに相当する抜本的な税


制改革に総理主導で突破口を開き、経済成長を実現することである。その


ための突破口が「特区」である。 


（やる気のある人・企業・自治体が主体となって「岩盤規制」を突破する先行モデルを


実現し、リターンを得つつ、経済成長をけん引することが期待される。） 


 


２、国家戦略特区制度の運用及び諮問会議運営の原則 


（１）情報公開の徹底 


（２）スピード重視 （特区ＷＧ・区域会議との連携、専門調査会活用などにより機動的運営） 


（３）特区間の競争促進 （ＰＤＣＡを確立し、成果不十分な特区は指定解除） 


 


３、当面議論すべきこと 


（１）短期の課題 


１）区域の指定 


○３月までの区域指定に向けて、以下の要素を選考の原則とし、特区ＷＧ


で選考作業を直ちにスタートすべき。 


①最終的に国際化を通じた日本経済の成長につながる「波及効果」のあ


ること。 


②岩盤規制の改革をスピード感もって遂行する「実行力」のあること。 


（地域の「やる気と能力」の適切な評価が前提） 


③指定範囲は、以下の２類型のいずれか。 


 １）都道府県ないし都市圏を基本とする「比較的広域的な指定」 


２）一定の分野では、「バーチャル特区型指定」（明示的な条件により


領域を特定して特区化） 


参考資料４ 
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２）区域会議の立ち上げ 


○３月の区域指定を受け、４月には直ちに立ち上げるべき。 


 ○メンバーは、大臣も交えた実質的な議論のできるよう、シンプルな構成と


すべき（なお、特区担当大臣のほか、関連する省庁の大臣なども会議参加


は可能）。特に民間事業者の代表格（当該特区のプロモーターとしての「顔」）


が必要。 


 


３）次期通常国会も含めた対応（メニュー追加） 


○臨時国会で措置した特例措置は、あくまで暫定的な初期メニューに過ぎず、


今後、具体的な案件の実現にあたっては、多くの課題が出てくることも想


定される。特区ＷＧにおいて、これまでの自治体・民間提案の洗い直し等


を行い、国家戦略特区法等における次期通常国会も含めた更なる措置に向


けて、早急な調整を進めるべき。 


 


４）雇用ガイドラインの策定 


○３月までの雇用ガイドライン策定に向けて、当面ＷＧにおいて、早急に検


討をスタートすべき。 


 


（２）２０２０年を睨んだ中期の目標設定 


○東京オリンピックも視野に、２０２０年を睨んだ中期目標を早急に議論


すべき。 


 


○まずは、今後２年間を集中期間として、残された岩盤規制について、少


なくとも特区では突破口を開くこととすべき。 


 


○また、特区は、場所や事業内容など範囲を限定してスピーディに具体的


な改革を行い、その結果を材料とし、そこから広く成果を一般に敷衍す


ることを目指すものである。 


この観点で、さらに、特区から全国展開へのプロセスおよび目標につい


ても明確に定めるべき。 


（例えば、地域ごとの改革競争を通じて全国展開が促進されるような仕組みを確立


すべき。） 








産業競争力会議（第 15回） 


議事次第 


 
 


日時：平成 26 年１月 20日 


1 1 : 2 0 ～ 1 2 : 2 0 


場所：官邸４階大会議室   


 


 


１．開会 


２．「産業競争力の強化に関する実行計画」（案）及び「成長戦略進


化のための今後の検討方針」（案）について 


３．閉会 


 


 


配布資料： 


資料１－１：産業競争力の強化に関する実行計画（案）の概要 


資料１－２：産業競争力の強化に関する実行計画（案） 


資料２－１：成長戦略進化のための今後の検討方針（案）の概要 


資料２－２：成長戦略進化のための今後の検討方針（案） 


 


参考資料： 


参考資料１：産業競争力会議医療・介護等分科会中間整理（平成 25 年 12 月 26 日） 


参考資料２：産業競争力会議雇用・人材分科会中間整理（平成 25年 12月 26日） 


参考資料３：規制改革会議の活動報告（昨年 9月～12月）  


参考資料４：国家戦略特区の進め方について（平成 26年１月７日第１回国家戦略特


別区域諮問会議有識者議員提出資料） 








「産業競争力の強化に関する実行計画」（案）の概要


 産業競争力化法に基づき、成長戦略関連の重点施策の実行を加速化・深化するため策定。


 当面3年間に実施される、規制・制度改革を中心とする施策について、実施期限や担当大臣を明示。


 生産性の高い設備への投資を促進するための税制改正法案、いわゆる「日本版NIH」設立法案、電気事業法改正案（電力小売への参入自由
化）など30本程度の成長戦略関連法案を次期通常国会に提出。 * 継続審議とされている会社法改正案を含む。


「実行計画」の概要


重点施策に関する記載の例


民間投資・産業の新陳代謝の促進、中小企業等の革新


～日本経済の３つのゆがみ（「過小投資」「過剰規制」「過当競争」）を是正し、
グローバル競争に勝ち抜く筋肉質の経済に変革する～


 産業競争力強化法に基づく制度の実行を推進するとともに、投資促進税
制等の税制改正法案を次期通常国会に提出


 社外取締役導入促進のための会社法改正案の早期成立を図るほか、日
本版スチュワードシップ・コードを2月中にとりまとめ


 クラウド・ファンディングの利用促進等のための金融商品取引法等の改正
案を次期通常国会に提出


※ その他、小規模事業者振興のための基本法案、地域ブランド保護のため
の商標法改正案等を次期通常国会に提出、公的・準公的資金の運用等の
見直しについて工程表を踏まえた対応 等


「全員参加型社会」に向けた雇用・人材制度改革


～失業なき労働移動を進め、女性や若者等の活躍の機会を拡大し、その能
力を存分に発揮できる社会を構築する～


 労働移動支援助成金を抜本的に拡充し、平成27年度までに雇用調整助
成金と予算規模を逆転


 高度な専門知識等を有し高収入を得ている者等について、無期転換申
込権が発生するまでの期間の在り方等を見直すための法案を次期通常
国会に提出


 いわゆる26業種に該当するかどうかで派遣期間の取扱いが変わる現行
制度のあり方を見直す労働者派遣法改正案を次期通常国会に提出


 高度外国人材ポイント制の見直しのための入国管理法改正案を次期通
常国会に提出


※ その他、学び直し支援等のための雇用保険法改正法案、次世代育成支
援対策推進法を延長・強化する法案を次期通常国会に提出 等


イノベーションの推進、ITの活用、立地競争力の強化


～フロンティア開拓のための「技術立国」、世界最高水準のＩＴ社会を実現。
産業基盤強化や都市の競争力を高め、企業が活動しやすい国を創る～


 総合科学技術会議の司令塔機能強化のため、内閣府設置法改正案等を
次期通常国会に提出


 国家戦略特区について、平成26年３月を目途に区域を指定し、規制の特
例措置を盛り込んだ特区計画の認定等を実施


 コンパクトシティ等の推進のため、都市再生特別措置法等の改正案を次
期通常国会に提出


 ビッグデータ時代におけるパーソナルデータの利活用促進のための関連
法案を次々期通常国会に提出


※ その他、都市再生と連携した首都高速の再生を進めるための道路法等の
改正案等を次期通常国会に提出 等


戦略市場における競争力強化、国際展開の促進


～エネルギー制約や健康医療などの社会課題をチャンスと捉え、我が国の
技術力を活かして、急速に拡大する世界の市場を獲得する～


 生産調整について見直すとともに、米の直接支払交付金を平成30年産米
から廃止すべく、平成26年産米から単価を削減する。また、畑作物の直接
交付金等の見直しのための法案を次期通常国会に提出


 医療分野で一元的な研究管理を担う独立行政法人（日本版NIH）設立の
ための法案を次期通常国会に提出


 電力システム改革の第2段階として、電気小売への参入自由化のための
電気事業法改正案を次期通常国会に提出


 交通インフラ・都市開発の海外展開支援スキームを創設するための法案
を次期通常国会に提出


※ その他、インフラ輸出等の促進のためリスクの引受範囲を拡大する貿易
保険法の改正案等を次期通常国会に提出 等


資料１－１







次期通常国会提出予定の成長戦略関連法案等 （別紙）
名 称 概 要


所得税法等の一部を改正する法律案／地方税法等の一部を改正する法律案 生産性の高い設備投資を促進するための税制改正等


金融商品取引法等の一部を改正する法律案 クラウドファンディングの利用促進を図る制度整備等


会社法の一部を改正する法律案（継続審議） 社外取締役の設置促進などコーポレートガバナンスの強化等


雇用保険法の一部を改正する法律案 教育訓練給付（中長期的なキャリア形成に資する教育訓練）の拡充、育児休業給付の充実等


労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律等の一部を改正す
る法律案


いわゆる26業務に該当するかどうかによって派遣期間の取扱いが大きく変わる現行制度の在
り方等の見直し等


専門的知識を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法案（仮称） 「高度な専門的知識等を有している者」で「比較的高収入を得ている者」等に係る無期転換申
込権発生が発生するまでの期間の在り方等の見直し等


短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律の一部を改正する法律案 通常の労働者と同視すべき短時間労働者に対する差別的取扱いの禁止の対象者の拡大（無
期労働契約要件の削除）等


次代の社会を担う子どもの健全な育成を図るための次世代育成支援対策推進法等の一部を改正
する法律案（仮称）


次世代育成支援対策推進法の10年間の延長、新たな認定制度の創設等


出入国管理及び難民認定法の一部を改正する法律案 高度人材に対する優遇制度の見直し（永住許可のための在留歴短縮等）


学校教育法等の一部を改正する法律案（仮称） 大学のガバナンス改革の推進のための


内閣府設置法の一部を改正する法律案／独立行政法人科学技術振興機構法の一部を改正する
法律案


総合科学技術会議の司令塔機能強化のための所掌事務の追加等


独立行政法人通則法の一部を改正する法律案／特定国立研究開発法人に係る研究開発の促進
に関する特別措置法案（仮称）


世界最高水準の法人運営を可能とする新たな制度の創設


電波法の一部を改正する法律案 携帯電話等を利用する機器間通信のための無線システムについて電波利用料の負担軽減等


特許法等の一部を改正する法律案 １回の手続きで複数国への出願を可能とする意匠の国際登録に関するハーグ協定実施等


港湾法の一部を改正する法律案 国際戦略港湾の国際競争力強化のための港湾運営会社への国の出資制度の創設等


道路法等の一部を改正する法律案 都市再生と連携した首都高速の再生のための立体道路制度の改正等


都市再生特別措置法等の一部を改正する法律案／地域公共交通の活性化及び再生に関する法
律の一部を改正する法律案／中心市街地の活性化に関する法律の一部を改正する法律案


コンパクトシティ推進のための包括的なマスタープラン及び誘導策の創設等


電気事業法等の一部を改正する法律案 電気の小売業への参入の全面自由化


小規模企業振興基本法案（仮称）／商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する
法律の一部を改正する法律案


小規模事業者の振興等


健康・医療戦略推進法案（仮称） 健康・医療戦略（仮称）の策定、健康・医療戦略推進本部（仮称）の設置等


独立行政法人日本医療研究開発機構法案（仮称） 医療分野の研究開発の司令塔として一元的な研究管理の実務を担う独立行政法人（日本医
療研究開発機構（仮称））の設立


医療法等を改正する所要の法律案 臨床研究中核病院等を中核的な医療機関として位置付け、外国医師の「臨床修練制度」につ
いて、教授・臨床研究目的の追加・期間の延長等


特定農林水産物等の名称の保護に関する法律案（仮称） 地域で育まれた農林畜水産物の名称である地理的表示を知的財産として保護


農業の担い手に対する経営安定のための交付金の交付に関する法律の一部を改正する法律案 畑作物の直接交付金（ゲタ対策）及び米・畑作物の収入減少影響緩和対策（ナラシ対策）につ
いて、担い手を対象として実施


農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律案（仮称） 日本型直接支払（多面的機能支払）の実施


貿易保険法の一部を改正する法律案 海外子会社による取引に係るリスク等の引受を図る


株式会社海外交通・都市開発事業支援機構法案（仮称） 海外において交通事業を行う者等に対する支援を行う機構の設立等
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産業競争力の強化に関する実行計画（案） 


 


 


平成 26 年１月○日 


閣 議 決 定 案 


 


 


 


一．産業競争力の強化に関する施策についての基本方針 


 


（１）「日本再興戦略」の策定とこれまでの取組 


我が国経済を再興すべく、我が国の産業を中長期にわたる低迷の状態から脱却


させ、持続的発展の軌道に乗せるためには、経済社会情勢の変化に対応して、産


業競争力を強化することが重要である。このため、平成 24 年 12 月に「日本経済


再生本部」を、平成 25 年１月に「産業競争力会議」を設置し、平成 25 年６月に、


大胆な金融政策、機動的な財政政策に続く経済政策の「第三の矢」として、「日本


再興戦略」（平成 25 年６月 14 日閣議決定）を策定した。日本経済再生につなげて


いくためには、異次元のスピードで「日本再興戦略」を実行していくことが必要


であり、政府を挙げて以下のような取組を着実に推進してきた。 


・ 第 185 回臨時国会において、産業競争力強化法、国家戦略特別区域法のほか、


電気事業法改正法、再生医療等安全性確保法、農地中間管理事業推進法等の、


計９本の成長戦略関連法律を成立させるなど、「成長戦略の当面の実行方針」


（平成25年 10月１日日本経済再生本部決定）に基づき、関連施策を推進した。 


・ 「平成 25 年度税制改正の大綱」（平成 25 年 1 月 29 日閣議決定）及び「平成 26


年度税制改正の大綱」（平成 25 年 12 月 24 日閣議決定）において、１兆円規模


の税制措置を講じた。 


・ 消費税率引上げによる駆け込み需要とその反動減緩和とともに、経済の成長力


の底上げと好循環の実現を図るため、5.5 兆円規模の「好循環実現のための経


済対策」（平成 25 年 12 月５日閣議決定）を策定するとともに、同経済対策の


一部として、復興特別法人税を一年前倒しで廃止することを決定した。 


 


（２）「重点施策」の着実な推進 


日本経済再生は未だ道半ばであり、これまで取り組んできた施策を加速・具体


化しつつ、次期通常国会に関連法案を提出するなど、引き続き「日本再興戦略」


に盛り込まれた施策を迅速かつ確実に実行していく。このため、本実行計画にお


いて、産業競争力強化法（平成 25 年法律第 98 号）第６条第３項に定める「重点


施策」として、当面３年間で期限を定めて実施される規制・制度改革等を中心と


した産業競争力の強化に関する施策について、現時点で施策の内容、実施期限及


び担当大臣を明らかにできるものを二において具体的に示す。  


資料１－２ 
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＜次期通常国会提出予定等成長戦略関連法案（※）＞ 


 


・ 所得税法等の一部を改正する法律案 


・ 地方税法等の一部を改正する法律案 


・ 金融商品取引法等の一部を改正する法律案 


・ 会社法の一部を改正する法律案（継続審議） 


・ 雇用保険法の一部を改正する法律案 


・ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律等の


一部を改正する法律案 


・ 専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法案（仮称） 


・ 短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律の一部を改正する法律案 


・ 次代の社会を担う子どもの健全な育成を図るための次世代育成支援対策推進法


等の一部を改正する法律案（仮称） 


・ 出入国管理及び難民認定法の一部を改正する法律案 


・ 学校教育法等の一部を改正する法律案（仮称） 


・ 内閣府設置法の一部を改正する法律案 


・ 独立行政法人科学技術振興機構法の一部を改正する法律案 


・ 独立行政法人通則法の一部を改正する法律案 


・ 特定国立研究開発法人に係る研究開発の促進に関する特別措置法案（仮称） 


・ 電波法の一部を改正する法律案 


・ 特許法等の一部を改正する法律案 


・ 港湾法の一部を改正する法律案 


・ 道路法等の一部を改正する法律案 


・ 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律案 


・ 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部を改正する法律案 


・ 中心市街地の活性化に関する法律の一部を改正する法律案 


・ 電気事業法等の一部を改正する法律案 


・ 小規模企業振興基本法案（仮称） 


・ 商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律の一部を改正す


る法律案 


・ 健康・医療戦略推進法案（仮称） 


・ 独立行政法人日本医療研究開発機構法案（仮称） 


・ 医療法等を改正する所要の法律案 


・ 特定農林水産物等の名称の保護に関する法律案（仮称） 


・ 農業の担い手に対する経営安定のための交付金の交付に関する法律の一部を改


正する法律案 


・ 農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律案（仮称） 


・ 貿易保険法の一部を改正する法律案 


・ 株式会社海外交通・都市開発事業支援機構法案（仮称） 


 


（※）継続審議や検討中のものを含む  
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二．重点施策の内容、実施期限及び担当大臣 


１．「日本産業再興プラン」関連 


（１）緊急構造改革プログラム（産業の新陳代謝の促進） 


日本経済の３つのゆがみ（「過小投資」、「過剰規制」及び「過当競争」）を根本


から是正し、グローバル競争に勝ち抜く筋肉質の日本経済にするため、平成 25


年度以降の５年度の期間（平成 29 年度まで）を「緊急構造改革期間」と位置付


け、集中的に取組を進める。 


このため、産業競争力強化法を中核に、あらゆる政策資源を集中的に投入する


とともに、企業経営者には改革の断行への判断と強い指導力の発揮を求め、民間


投資と所得の増大による自律的・持続的な経済成長を実現する。 


 
施策項目 施策の内容及び実施期限 担当大臣1 


産業競争力強化法 ・ 産業競争力強化法で措置された規制の適用の有無をあ


らかじめ確認するための仕組み（グレーゾーン解消制


度）や企業実証特例制度といった規制改革推進のための


新たな制度の創設、先端設備投資や、民間企業等による


ベンチャー投資、収益力の飛躍的な向上に向けた経営改


革を促進する制度の創設、地域中小企業の創業・事業再


生に対する支援強化、国立大学法人等によるベンチャー


ファンド等への出資、中小ベンチャー企業・小規模事業


者等に対する国内出願・国際出願に係る特許料の減免等


について、全国各地で説明会を実施するなど、制度の普


及、広報を実施し、中小企業を含め、多くの事業者等に


活用されることを通じて、企業の前向きな投資を促して


いく。 


・ また、産業競争力強化法に基づく各制度について、認定


状況等を来年度中に公表する。 


経済産業大臣 


 先端設備の投資


促進 


・ 生産性の向上につながる設備への投資に対して即時償


却又は５％の税額控除ができる制度（生産性向上設備投


資促進税制）の創設を「平成 26 年度税制改正の大綱」


において決定した。このための税制改正法案を次期通常


国会に提出する。 


・ 生産性の向上につながる設備への投資に対して即時償


却又は７％の税額控除（資本金 3,000 万円以下の企業は


10％）を認めることとする中小企業投資促進税制の拡充


総務大臣 


財務大臣 


経済産業大臣


                                                  
1 産業競争力強化法第６条第３項において、本実行計画における「担当大臣」とは内閣法（昭和 22 年法律第５


号）にいう主任の大臣をいうこととされているため、内閣官房及び内閣府に係る事務については、担当大臣と


して主任の大臣である内閣総理大臣を記載しているが、産業競争力強化法に基づき、重点施策の進捗及び実施


の効果に対する評価等を行う際の事務の参考とするため、括弧内に、本実行計画の策定時点で当該施策項目に


関し内閣総理大臣を補佐している国務大臣を参考として記載している。 
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を「平成 26 年度税制改正の大綱」において決定した。


このための税制改正法案を次期通常国会に提出する。 


・ 研究開発税制の増加型の措置について、試験研究費の増


加率に応じて税額控除率を引き上げる仕組みに改組す


る研究開発税制の拡充を「平成 26 年度税制改正の大綱」


において決定した。このための税制改正法案を次期通常


国会に提出する。 


・ リース手法の活用により先端設備等の導入を促進する


ため、産業競争力強化法に基づく設備導入促進法人を同


法施行後速やかに指定する。併せて、平成 25 年度補正


予算（リース手法を活用した先端設備等導入促進補償制


度推進費）を活用し、平成 25 年度中にリース手法の活


用を促すスキームを創設する。 


 適法性確認のた


めの仕組みの創


設 


産業競争力強化法において、事業が規制対象となるか否かが


不明確な「グレーゾーン」の分野において、企業が安心して


事業を実施できるよう、事業計画に即して、あらかじめ規制


の適用の有無を確認できる制度を創設した。今後、制度の周


知広報に努めるとともに、各事業所管大臣及び各規制所管大


臣は、事業者からの相談に対応するための所要の体制の整備


や、事業者のニーズに応じたきめ細かい指導・助言など、積


極的な対応を行うこと等により、制度の円滑な運用を図る。


この際、事業所管大臣と規制所管大臣の対応方針等について


調整の必要が生じた場合には、事案の内容等に応じ、内閣官


房において対応するほか、規制改革会議の「規制改革ホット


ライン」も活用する。また、各事業所管大臣は、グレーゾー


ン解消制度の利用状況について、毎年度四半期ごとに整理・


公表を行う。 


内閣総理大臣


総務大臣 


法務大臣 


外務大臣 


財務大臣 


文部科学大臣


厚生労働大臣


農林水産大臣


経済産業大臣


国土交通大臣


環境大臣 


防衛大臣 


 企業実証特例制


度の創設 


産業競争力強化法において、事業者の新事業活動を支援する


ため、意欲、技術力等を有する事業者を対象とし、当該事業


者が安全性等を確保する措置を実施することを条件として、


規制の特例措置を講ずる制度を創設した。今後、制度の周知


広報に努めるとともに、各事業所管大臣及び各規制所管大臣


は、事業者からの相談に対応するための所要の体制の整備


や、事業者のニーズに応じたきめ細かい指導・助言など、積


極的な対応を行うこと等により、制度の円滑な運用を図る。


この際、事業所管大臣と規制所管大臣の対応方針等について


調整の必要が生じた場合には、事案の内容等に応じ、内閣官


房において対応するほか、規制改革会議の「規制改革ホット


ライン」も活用する。また、各事業所管大臣は、関係する大


臣の協力を得て、企業実証特例制度の利用状況について、毎


年度四半期ごとに整理・公表を行う。 


内閣総理大臣


総務大臣 


法務大臣 


外務大臣 


財務大臣 


文部科学大臣


厚生労働大臣


農林水産大臣


経済産業大臣


国土交通大臣


環境大臣 


防衛大臣 
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 民間企業等によ


るベンチャー投


資の促進 


企業が、産業競争力強化法に基づき認定を受けたベンチャ


ーファンドを通じて、事業拡張期にあるベンチャー企業に


出資した場合、その損失に備える準備金につき損金算入（出


資金の 80％を限度）を認める制度の創設を「平成 26 年度税


制改正の大綱」において決定した。このための税制改正法


案を次期通常国会に提出する。 


総務大臣 


財務大臣 


経済産業大臣


 収益力の飛躍的


な向上に向けた


経営改革の促進 


産業競争力強化法において、収益力の飛躍的な向上に向け


た戦略的・抜本的な事業再編（スピンオフ・カーブアウト


を含む）を強力に促進するため、事業部門の分離・統合を


通じて競争力の強化を目指す企業の計画を国が認定する制


度を創設した。この認定を受けて複数企業間で経営資源の


融合による事業再編を行う場合、その損失に備える準備金


につき損金算入（出資金等の 70％を限度）を認める制度の


創設を「平成 26 年度税制改正の大綱」において決定した。


このための税制改正法案を次期通常国会に提出する。 


総務大臣 


財務大臣 


経済産業大臣


資金調達の多様化 


（クラウドファン


ディング等） 


金融審議会「新規・成長企業へのリスクマネーの供給のあ


り方等に関するワーキング・グループ」で平成 25 年 12 月


に取りまとめられた報告を踏まえ、クラウドファンディン


グの利用促進を図る制度整備等を盛り込んだ金融商品取引


法等の改正案を次期通常国会に提出する。 


内閣総理大臣


（内閣府特命


担当大臣（金


融）） 


個人保証制度の見


直し 


経営者本人による保証について、「経営者保証に関するガイ


ドライン研究会」において、一定の条件を満たす場合には


保証を求めないことや履行時において一定の資産が残るな


ど早期事業再生着手のインセンティブを与えること等を盛


り込んだ「経営者保証に関するガイドライン」が平成 25 年


12 月に策定・公表された。これを受け、当該ガイドライン


の積極的な活用を促進するため、監督指針・検査マニュア


ルを当該ガイドラインの適用開始日である平成26年２月１


日までに改定し、各金融機関等の取組を促すとともに、各


金融機関等の利用状況を検証する。また、政府系金融機関、


信用保証協会及び独立行政法人中小企業基盤整備機構を通


じて、中小企業・小規模事業者等のガイドラインの利用状


況も検証する。 


内閣総理大臣


（内閣府特命


担当大臣（金


融）） 


経済産業大臣


コーポレートガバ


ナンスの強化 


 


内外の投資家の日本企業に対する信頼を高め、その投資を促


進し、日本経済の成長をもたらすため、社外取締役を設置し


ない場合に株主総会でその理由を説明する義務を課すなど、


コーポレートガバナンスの強化及び親子会社に関する規律


等の整備を図る会社法改正案の次期通常国会での成立を図


る。 


法務大臣 
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 幅広い範囲の機関投資家が企業との建設的な対話を行い、適


切に受託者責任を果たすための原則について、「日本版スチ


ュワードシップ・コードに関する有識者検討会」が平成 25


年 12 月に取りまとめた素案（「責任ある機関投資家」の諸原


則≪日本版スチュワードシップ・コード≫）を踏まえ、平成


26 年２月中に最終版を策定する。更に、その周知を徹底す


るとともに、同年６月に機関投資家によるコードの受入れ状


況について最初の確認・公表を行い、以後定期的に確認・公


表（受入れ状況の更新）を行う。 


内閣総理大臣


（内閣府特命


担当大臣（金


融）） 


 
（２）雇用制度改革・人材力の強化 


人材こそが我が国の最大の資源であるという認識に立って、働き手の数（量）


の確保と労働生産性（質）の向上の実現に向けた思い切った政策を、その目標・


期限とともに具体化する必要がある。 


このため、少子化対策に直ちに取り組むと同時に、世界水準の高等教育や失業


なき労働移動の実現を進める一方で、若者・女性・高齢者等の活躍の機会を拡大


する。これらにより、全ての人材が能力を高め、その能力を存分に発揮できる社


会を構築する。 


 
施策項目 施策内容及び実施期限 担当大臣 


労働移動支援助成


金の抜本的拡充 


雇用調整助成金（平成 24 年度実績額約 1,134 億円）から労


働移動支援助成金（平成 24 年度実績額約 2.4 億円）に大胆


に資金をシフトさせることで、予算規模を平成 27 年度まで


に逆転させる。併せて、労働移動支援助成金については、


平成 25 年度補正予算案に計上した以下の拡充措置を実施


するため、平成 25 年度補正予算成立後速やかに省令改正を


行う。 


・ 対象企業を中小企業のみでなく大企業に拡大する。 


・ 送り出し企業が民間人材ビジネスの訓練を活用した場


合の助成措置を創設する。 


・ 支給時期を支援委託時と再就職実現時の２段階にする。 


・ 受入れ企業の行う訓練（OJT を含む）への助成措置を創


設する。 


厚生労働大臣


若者等の学び直し


支援のための雇用


保険制度の見直し 


 


非正規雇用労働者である若者等がキャリアアップ・キャリ


アチェンジできるよう、自発的な教育訓練の受講を始めと


して、社会人の学び直しを促進するための、雇用保険制度


の見直しを行う。このため、中長期的なキャリア形成に資


する専門的・実践的な教育訓練を受講する場合に訓練費用


の最大６割を支援すること等を内容とする雇用保険法の改


正案を次期通常国会に提出する。 


厚生労働大臣
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ハローワークの求


人・求職情報の開放


等 


・ ハローワークの保有する求人情報を民間人材ビジネスや


地方自治体に提供可能とするため、平成 26 年１月より利


用申請の受付を開始し、平成 26 年９月から提供を開始す


る。 


・ ハローワークの保有する求職情報の開放については、昨


年実施した求職者や民間人材ビジネスに対する調査結果


を踏まえ、平成 27 年度中の開放に向けた具体的な検討を


平成 26 年１月から開始し、平成 26 年夏頃までに検討結


果を取りまとめ、必要な措置を講ずる。 


厚生労働大臣


労働者派遣制度の


見直し 


いわゆる26業務に該当するかどうかによって派遣期間の取


扱いが大きく変わる現行制度の在り方等の見直しについて


の労働政策審議会における検討を踏まえ、労働者派遣事業


の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律


の改正案を次期通常国会に提出する。 


厚生労働大臣


有期雇用の見直し 


 


国家戦略特別区域法を踏まえ、新規開業直後の企業等にお


いて重要かつ時限的な事業に従事している有期契約労働者


であって、「高度な専門的知識等を有している者」で「比較


的高収入を得ている者」等に係る無期転換申込権が発生す


るまでの期間の在り方等について、労働政策審議会におけ


る検討を踏まえ、所要の法案を次期通常国会に提出する。 


厚生労働大臣


パートタイム労働


者の処遇改善 


通常の労働者と同視すべき短時間労働者に対する差別的取


扱いの禁止の対象者の拡大（無期労働契約要件の削除）等


を内容とした、短時間労働者の雇用管理の改善等に関する


法律の改正案を次期通常国会に提出する。 


厚生労働大臣


女性のライフステ


ージに対応した活


躍支援 


・ 平成26年度までの時限立法であり、企業における仕事と


子育ての両立支援を推進するための強力なツールの１つ


である次世代育成支援対策推進法について、同法の10年


間の延長、新たな認定制度の創設等を内容とした同法を


延長・強化する法案を次期通常国会に提出する。 


・ 育児休業中の経済支援を強化するための雇用保険法の改


正案を次期通常国会に提出する。 


厚生労働大臣


待機児童解消加速


化プランの推進 


 


平成 25 年・26 年度で約 20 万人分、保育ニーズのピークを


迎える平成 29 年度末までに、潜在的な保育ニーズを含め、


約 40 万人分の保育の受け皿を新たに確保し、保育の質を確


保しつつ、「待機児童ゼロ」を目指す。このため、今年度中


に「待機児童解消加速化計画」の第２次採択を行う。その


後も、地方自治体における実施可能な事業の拡大に応じ、


随時採択を行う。 


厚生労働大臣


屋外階段設置要件


の見直し 


 


国が定める認可保育所の設備基準における屋外階段設置要


件（保育室が４階以上の場合）の見直しについて、同等の


安全性と代替手段を前提として緩和がなされるよう、「保育


厚生労働大臣
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所における屋外階段設置要件に関する検討会」において検


討し、平成 25 年度中に結論を得る。 


大学改革 


 


・ 平成 25 年 11 月 26 日に取りまとめられた「国立大学改


革プラン」につき、ガバナンス改革、運営費交付金等に


よる改革取組への重点支援（配分及びその影響を受ける


額を３～４割に）、１万人規模での年俸制・混合給与の


導入等について、平成 27 年度までの改革加速期間中に


その実行を図るための具体の工程を平成 25 年度内の早


い段階で提示した上で、順次具体化し、実現を図る。 


・ 国立大学法人の第３期中期目標期間における国立大学


運営費交付金や評価の在り方について、平成 27 年度中


に産学の有識者の意見を広く聴取し検討した上で、抜本


的に見直す。 


・ 大学のガバナンス改革を推進するため、中央教育審議会


大学分科会の審議結果を踏まえ、教授会の役割の明確化


等に関する学校教育法等の改正法案を次期通常国会に


提出する。 


文部科学大臣


（参考） 


国家公務員試験へ


の外部英語試験の


導入 


人事院において、平成 27 年度の国家公務員総合職試験から


外部英語試験を導入するため、平成 26 年度中に人事院規則


等の改正を行う。 


注2 


グローバル化等に


対応する人材力の


強化 


・ 人材・教育システムのグローバル化等の積極的な改革を


進める大学への支援の重点化を行うため、「スーパーグ


ローバル大学」対象校を平成 26 年度前半に選定する。 


・ グローバル・リーダーを育てる教育を行う新しいタイプ


の高等学校を創設するため、「スーパーグローバルハイ


スクール」指定校を、平成 26 年度前半に選定する。 


・ 平成 29 年度までに学習指導要領を改訂することを念頭


に、 小・中・高等学校における指導体制の強化、外部


人材の活用促進、 指導用教材の開発など、初等中等教


育段階からのグローバル化に対応した英語教育の環


境・体制整備に平成 26 年度から所要の措置を講じる。  


・ 平成 30 年までに国際バカロレア認定校等を 200 校へ大


幅に増加させるという目標に向け、一部日本語による国


際バカロレアの教育プログラム（日本語 DP）を平成 28


年度から開始する 。 


・ 平成 32 年までに「留学生 30 万人計画」を実現すること


を目指し、関係省庁が連携し、優秀な外国人留学生の戦


文部科学大臣


                                                  
2 産業競争力強化法第６条第３項において、本実行計画における「担当大臣」とは内閣法（昭和 22 年法律第５号）


にいう主任の大臣をいうこととされている。本施策については、人事院の所管であるため、参考として記載し


ている。 
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略的な受入れを推進するとともに、日本人海外留学生数


を 12 万人に倍増させるため、日本人の若者の海外留学


をきめ細かく支援する官民が協力した新たな仕組みを


平成 26 年度から創設する。 


高度外国人材ポイ


ント制度の見直し 


永住が許可されるための在留歴短縮等の高度人材に対する


優遇制度の見直しを行うため、出入国管理及び難民認定法


改正案を次期通常国会に提出する。 


法務大臣 


 
（３）科学技術イノベーションの推進 


科学技術イノベーションについて、早急に政府の体制を立て直し、戦略分野を


中心に研究開発を推進するとともに、その成果を実用化し、更には市場獲得につ


なげるため、知的財産戦略や標準化戦略を推進する。これらにより、「技術でも


ビジネスでも勝ち続ける国」を目指す。 


 


施策項目 施策内容及び実施期限 担当大臣 


総合科学技術会議


の司令塔機能強化 


府省横断型の戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）


の創設や、プログラムマネージャーの下で柔軟な運営を可


能とする革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）の創設


など、総合科学技術会議の司令塔機能を強化する。そのた


め、総合科学技術会議及び内閣府の所掌事務の追加等を内


容とする内閣府設置法改正案及びImPACTに係る基金の創設


等を内容とする独立行政法人科学技術振興機構法改正案を


次期通常国会に提出する。 


内閣総理大臣


（内閣府特命


担当大臣（科


学技術政策））


文部科学大臣


研究開発法人の機


能強化 


世界最高水準の法人運営を可能とする新たな制度を創設す


るため、「独立行政法人改革等に関する基本的方針」（平成


25 年 12 月 24 日閣議決定）等を踏まえ、次期通常国会に所


要の法案を提出する。 


内閣総理大臣


（内閣府特命


担当大臣（科


学技術政策）、


行政改革担当


大臣） 


総務大臣 


知的財産戦略・標準


化戦略の強化 


１回の手続きで複数国への出願を可能とする意匠の国際登


録に関するハーグ協定のジュネーブ改正協定（仮称）を実


施するため、意匠法等関係法改正案を次期通常国会に提出


する。 


経済産業大臣


 
（４）世界最高水準の IT 社会の実現 


IT を活用した民間主導のイノベーションの活性化に向けて、世界最高水準の事


業環境を実現するため、規制・制度改革の徹底及び基盤整備を進める。 
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施策項目 施策内容及び実施期限 担当大臣 


世界最高水準のオ


ープンデータやビ


ッグデータ利活用


の推進 


ビッグデータ時代において、個人情報及びプライバシーを


保護しつつパーソナルデータの利活用を促進するため、IT


総合戦略本部において取りまとめられた「パーソナルデー


タの利活用に関する制度見直し方針」を踏まえ、早急に内


閣官房を中心に体制を整備した上で、パーソナルデータの


利活用に関する制度の見直し作業に着手し、平成 26 年６月


までに法改正の内容を大綱として取りまとめ、平成 27 年通


常国会に関連法案を提出する。 


内閣総理大臣


（情報通信技


術（ＩＴ）政


策担当大臣、


内閣府特命担


当大臣（消費


者及び食品安


全）、社会保


障・税一体改


革担当大臣）


総務大臣 


公共データの民間


開放 


公共データをビジネス利用等がしやすい形式・ルールの下


でインターネットを通じて公開するため、地理空間情報（G


空間情報）等の公共データの総合案内・横断的検索を可能


とするデータカタログサイト（DATA.GO.JP）を平成 26 年度


から本格稼働させる。 


内閣総理大臣


（情報通信技


術（ＩＴ）政


策担当大臣）


世界最高レベルの


通信インフラの実


用化 


世界最先端の第４世代移動通信システム（4G）を早期に実


用化するため、平成 25 年７月に技術導入に必要な技術的条


件が策定されたことを踏まえ、平成 26 年中に 3.4GHz～


3.6GHz 帯において新たな周波数の割当てを行う。 


総務大臣 


 新たな通信インフラとして期待される機器間通信（M2M）等


の普及促進のため、携帯電話等を利用する M2M 等のための


無線システムについて、電波利用料の負担を軽減する電波


法の改正案を次期通常国会に提出する。 


総務大臣 


 
（５）立地競争力の更なる強化 


企業が活動しやすい国とするため、規制改革の突破口である国家戦略特別区域


の創設や PPP/PFI の活用拡大、コンパクトシティ等の推進などにより、産業基盤


の強化を図るとともに、都市と地域の競争力を更に高める。 


 


施策項目 施策内容及び実施期限 担当大臣 


「国家戦略特別区


域」の実現 


・ 国家戦略特別区域法に基づき設置された国家戦略特別


区域諮問会議における審議等を経た上で、平成 26 年の


早期に国家戦略特別区域基本方針を策定するとともに、


同年３月を目途に国家戦略特別区域を指定する。 


・ その後、特区ごとに、国家戦略特別区域会議を早急に立


ち上げるとともに、国・地方自治体・民間が三者一体で


作成する、具体的な規制の特例措置等を定めた国家戦略


特別区域計画の認定を行う。 


内閣総理大臣


（内閣府特命


担当大臣（国


家戦略特別区


域）） 
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 ・ 雇用ルールの明確化の観点からの雇用指針の作成を含


め、「国家戦略特区における規制改革事項等の検討方針」


（平成 25 年 10 月 18 日日本経済再生本部決定）に関連


する政省令等を整備し、平成 26 年４月からの同法の本


格施行に備える。 


内閣総理大臣


（内閣府特命


担当大臣（国


家戦略特別区


域）） 


総務大臣 


文部科学大臣


厚生労働大臣


農林水産大臣


経済産業大臣


国土交通大臣


 ・ 特区における事業を支援するため、即時償却を含む投資


を促進する税制の創設を「平成 26 年度税制改正の大綱」


において決定した。このための税制改正法案を次期通常


国会に提出する。 


内閣総理大臣


（内閣府特命


担当大臣（国


家戦略特別区


域）） 


総務大臣 


財務大臣 


公共施設等運営権


等 の 民 間 開 放


（PPP/PFI の活用


拡大） 


以下の項目を始めとして、「PPP/PFI の抜本改革に向けたア


クションプラン」（平成 25 年６月６日民間資金等活用事業


推進会議決定）を着実に実行する。 


・ 国管理空港等におけるコンセッション方式の拡大につ


いては、「民間の能力を活用した国管理空港等の運営等


に関する法律」に基づき、仙台空港において、公共施設


等運営権の設定に向けて平成 26 年度に運営権者の公


募・選定手続を開始する。 


・ 築地川区間をモデルケースとしてプロジェクトの具体


化に向けた検討を行うなど都市再生と連携した首都高


速の再生を進めるため、立体道路制度の改正のための道


路法等の改正法案を次期通常国会に提出する。 


内閣総理大臣


（内閣府特命


担当大臣（経


済財政政策））


国土交通大臣


国際戦略港湾の強


化 


全国からの貨物集約や海外船社への航路誘致活動など、国


際戦略港湾の国際競争力強化の取組を促進するため、同港


湾の港湾運営会社に対する国の出資制度の創設等を内容と


する港湾法の改正法案を次期通常国会に提出する。 


国土交通大臣


都市と地域の競争


力の向上 


コンパクトシティ等を推進するための包括的なマスタープ


ラン及び誘導策の創設、持続可能な地域公共交通ネットワ


ークを実現するための実効性ある枠組みの構築、中心市街


地活性化のための新たな計画認定制度創設等の制度整備の


ため、「都市再生特別措置法」、「地域公共交通の活性化及び


再生に関する法律」及び「中心市街地の活性化に関する法


律」の改正法案を次期通常国会に提出する。 


内閣総理大臣


（地域活性化


担当大臣） 


経済産業大臣


国土交通大臣
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金融・資本市場活性


化 


「金融・資本市場活性化有識者会合」の提言（平成 25 年 12


月 13 日）を踏まえた施策を着実に実行する。このうち、ア


ジア金融連携センター（仮称）については、平成 26 年４月


を目途に設置し、当該センターを活用して、アジア諸国の


金融規制当局との積極的な人材交流、アジアの金融・資本


市場についての調査・研究を行い、アジア諸国の金融イン


フラ整備の支援を促進する。 


内閣総理大臣


（内閣府特命


担当大臣（金


融）） 


財務大臣 


 


 「金融・資本市場活性化有識者会合」の提言を踏まえ、株


式会社国際協力銀行（JBIC）、独立行政法人日本貿易保険


（NEXI）において、平成 26 年年央を目途にインフラ案件等


に係る債権等の流動化を実現する。それも踏まえつつ、年


金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）において運用対象


拡充の検討を進める。 


内閣総理大臣


（内閣府特命


担当大臣（金


融）） 


財務大臣 


厚生労働大臣


経済産業大臣


公的・準公的資金の


運用等の見直し 


GPIF を始めとする公的・準公的資金の運用等の在り方につ


いて、デフレ脱却を見据えた運用の見直しやリスク管理体


制等のガバナンスの見直し等に係る有識者会議の提言を踏


まえ、各資金の規模・性格に応じ、長期的な健全性の確保


に留意しつつ、必要な施策を迅速かつ着実に実施すべく所


要の対応を行う。その際、GPIF については、上記有識者会


議の提言に盛り込まれた、今後一年を目途に財政検証の結


果を踏まえた新たな基本ポートフォリオを決定するなどの


内容を含む工程表も踏まえつつ、所要の対応を行う。 


総務大臣 


財務大臣 


文部科学大臣


厚生労働大臣


電力システム改革 「電力システムに関する改革方針」（平成 25 年４月２日閣


議決定）に基づく電力システム改革の第２段階として、電


気の小売業への参入の全面自由化に係る制度を構築するた


めの電気事業法の改正案を次期通常国会に提出し、平成 28


年を目途に、これを実施する。また、改革の第３段階とし


て、平成 30 年から平成 32 年までを目途に送配電部門の法


的分離や小売料金規制撤廃を実施するため、平成 27 年通常


国会に制度構築のための電気事業法の改正案を提出するこ


とを目指す。 


経済産業大臣


 
（６）中小企業・小規模事業者の革新 


中小企業・小規模事業者は、世界に誇るべき産業基盤であり、こうした産業基


盤の革新が、地域経済を再生させ、我が国の国際競争力を強化することにつなが


る。このため、地域のリソースの活用・結集・ブランド化、中小企業・小規模事


業者の新陳代謝の促進及び国内外のフロンティアへの取組促進を進める。 
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施策項目 施策内容及び実施期限 担当大臣 


地域のリソースの


活用・結集・ブラン


ド化 


利用価値の高い地域ブランドの保護を可能にするため、地


域団体商標の登録主体として商工会、商工会議所、特定非


営利法人を追加する商標法改正案を次期通常国会に提出す


る。 


経済産業大臣


 


小規模事業者の振


興に向けた枠組み


の整備 


平成26年早期に中小企業政策審議会小規模企業基本政策小


委員会における提言を取りまとめ、小規模事業者の振興の


ための「小規模企業振興基本法案」（仮称）等を次期通常国


会に提出する。 


経済産業大臣


事業引継ぎ、事業承


継の支援 


後継者問題を抱える中小企業の事業引継ぎのマッチング等


を促進するため、平成 26 年４月までに、事業引継ぎ支援セ


ンターの設置を完了する。併せて、平成 26 年４月までに、


事業引継ぎ支援事業の統括機関である全国本部を独立行政


法人中小企業基盤整備機構に新たに設置し、支援体制強化


を図る。 


経済産業大臣


戦略市場に参入す


る中小企業・小規模


事業者の支援 


医療、環境分野等の成長分野に中小企業・小規模事業者が


直接参入しやすくするため、「中小企業のものづくり基盤技


術の高度化に関する法律」に基づく 22 の技術分野を見直す


ための所要の措置を平成 25 年度内に講ずる。 


経済産業大臣
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２．「戦略市場創造プラン」関連 


（１）国民の「健康寿命」の延伸 


平成 42 年には、予防サービスの充実等により、国民の医療・介護需要の増大


をできる限り抑えつつ、より質の高い医療・介護を提供することにより、国民の


健康寿命が延伸する社会を目指すべきである。 


このため、次の３つの社会像の実現を目指す。 


① 効果的な予防サービスや健康管理の充実により、健やかに生活し、老いるこ


とができる社会 


② 医療関連産業の活性化により、必要な世界最先端の医療等が受けられる社会 


③ 病気やけがをしても、良質な医療・介護へのアクセスにより、早く社会に復


帰できる社会 


 
施策項目 施策内容及び実施期限 担当大臣 


適法性確認のため


の仕組みの創設 


産業競争力強化法におけるグレーゾーン解消制度の運用に


関し、以下のような事例が実施可能であることを明確化す


ることも含め、典型的な事例を類型化して、平成 25 年度中


に、ガイドラインを作成する。 


・ 薬局等の店頭において自己採血による簡易な検査を実


施すること。 


・ 民間事業者が、医師からの運動又は栄養に関する指導・


助言に基づいた運動指導や食事指導等のサービスを提


供すること。 


厚生労働大臣


経済産業大臣


予防・健康管理の推


進に関する新たな


仕組みづくり 


平成 25 年度中に保健事業の実施等に関する指針を改正し、


全ての健康保険組合を始め、医療保険者が、平成 26 年度以


降、順次、レセプト・健診情報等を活用した「データヘル


ス計画」の作成・公表を行い、平成 27 年度までにレセプト・


健診情報等のデータ分析に基づく保健事業を実施すること


を推進する。 


厚生労働大臣


食の有する健康増


進機能の活用 


いわゆる健康食品等の加工食品及び農林水産物に関し、企


業等の責任において科学的根拠をもとに機能性を表示でき


るようにするための新たな方策について、平成 26 年度中に


結論を得た上で実施する。 


内閣総理大臣


（内閣府特命


担当大臣（消


費者及び食品


安全）） 


厚生労働大臣


農林水産大臣


医療情報の利活用


推進 


地域で行われている医療情報連携ネットワークの全国への


普及・展開を進めるため、平成 25 年度中に広域での地域医


療連携に必要な標準規格の案を作成し、平成 26 年度以降、


所要の措置を講じる。 


厚生労働大臣
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「日本版 NIH」の創


設 


医療分野の研究開発の司令塔として一元的な研究管理の実


務を担う独立行政法人（日本医療研究開発機構（仮称））を


設立するため、次期通常国会に所要の法案を提出する。 


内閣総理大臣


（内閣官房長


官） 


医薬品・医療機器開


発、再生医療研究を


加速させる規制・制


度改革 


「日本版 NIH」の創設に向けた検討とも整合した形で、臨


床研究中核病院等を中核的な医療機関として位置付けるた


め、次期通常国会に所要の法案を提出する。 


厚生労働大臣


外国医師による外


国人向け医療の充


実 


外国医師の医療行為として研修目的のみを認めている「臨


床修練制度」について、教授・臨床研究目的の追加や期間


の延長を認める等の対応を行うため、次期通常国会に所要


の法案を提出する。 


厚生労働大臣


医療法人制度に関


する規制の見直し 


地域で必要な医療を確保するため病床機能の分化・連携を


推進する観点から、社団医療法人と財団医療法人の合併を


認めるため、次期通常国会に所要の法案を提出する。 


厚生労働大臣


安心して歩いて暮


らせるまちづくり 


高齢者向け住宅及び病院（自治体病院を含む）等を対象と


するヘルスケアリートの活用に関して、ガイドラインの策


定等の環境整備を平成 26 年度中に行う。 


内閣総理大臣


（内閣府特命


担当大臣（金


融）） 


国土交通大臣


 コンパクトシティ等を推進するための包括的なマスタープ


ラン及び誘導策の創設、持続可能な地域公共交通ネットワ


ークを実現するための実効性ある枠組みの構築等の制度整


備のため、「都市再生特別措置法」及び「地域公共交通の活


性化及び再生に関する法律」の改正法案を次期通常国会に


提出する（再掲） 


国土交通大臣


医療用医薬品から


一般用医薬品への


移 行 （ ス イ ッ チ


OTC）の促進 


 セルフメディケーションの推進に向け、医薬品（検査薬を


含む）の医療用から一般用への転用（スイッチ OTC）を加速


するため、以下の措置を講ずる。 


・ 企業の承認申請に応じて速やかな審査を行う。このた


め、独立行政法人医薬品医療機器総合機構の承認審査の


予見性を高め、企業の開発を促すため、承認審査におけ


る審査期間の目標設定やその短縮、企業からの相談に対


応する体制の拡充等について、平成 26 年度から順次措


置を講じる。 


・ 海外の事例も参考に、平成 26 年度中に産業界、消費者


等のより多様な主体からの意見が反映される仕組みと


なるよう措置を講じる。 


・ 医療用医薬品からの転用後のリスク評価期間（原則３年


プラス１年）について、転用される個々の医薬品のリス


クに応じ、一般用としてのリスク評価期間を原則３年以


下へ短縮するための措置を平成 25 年度中に講じる。 


厚生労働大臣







16 


先進的な医療への


アクセス向上（評価


療養） 


先進医療の評価の迅速化・効率化を図る「先進医療ハイウ


ェイ構想」に基づいて、抗がん剤に続き、再生医療、医療


機器についても、これら分野の審査に特化した専門評価組


織を平成 26 年度中に立ち上げ、運用を開始する。 


厚生労働大臣


「日本版コンパッ


ショネートユース」


の導入 


医療上の必要性の高い未承認薬・適応外薬について、開発・


承認を進める一方で、治験の参加基準に満たない患者に対


する治験薬へのアクセスを充実させるための仕組みとし


て、「日本版コンパッショネートユース」の導入に向けた検


討を進め、平成 27 年度から運用を開始する。 


厚生労働大臣


健康・医療分野にお


ける徹底的なデジ


タル化・ICT 化の推


進 


次世代型の高度な医療機器、病院システムの開発・実装の


促進や、臨床研究基盤の強化に資するデータ利活用の高度


化等を推進するため、健康・医療戦略推進本部の下に、平


成 25 年度中にタスクフォースを設置し、IT 総合戦略本部と


連携して検討を行う。 


内閣総理大臣


（内閣官房長


官） 


スーパーコンピュ


ータを活用した創


薬の促進 


スーパーコンピュータ「京」の産業利用枠を平成 26 年度中


に拡大するとともに、製薬会社等に対する利用相談等の支


援体制を充実する。 


文部科学大臣


地域医療連携ネッ


トワークの普及促


進 


自治体ごとに個人情報保護条例やその運用（患者同意の取


り方等）が異なっていることが、地域医療連携ネットワー


クの普及促進のための課題となっているとの指摘があるこ


とを踏まえ、平成 26 年度中に全国各地の事例の収集及び成


功事例の分析を行い、所要の措置を講じる。 


厚生労働大臣


医療の国際展開  各国と署名を行った二国間の医療・保健分野に関する協


力覚書等に基づき、医師・看護師等の人材育成や公的医


療保険制度整備の支援、医療サービス拠点等の医療関連


事業の展開、日本で承認された医薬品・医療機器につい


て相手国での許認可手続の簡素化等を行うべく、平成


25 年度中に相手国政府との協議を開始し、平成 27 年度


中に具体的な事業に着手する。 


 また、財務状況の健全性など一定の要件を満たす医療法


人が、現地法人に出資可能であることを平成 25 年度中


に明確化する。 


内閣総理大臣


（内閣官房長


官） 


外務大臣 


厚生労働大臣


経済産業大臣


 
（２）クリーン・経済的なエネルギー需給の実現 


アジアを始めとする新興国での需要の増大、シェールガス革命を経た供給構造


の変化、世界及び各地で高まる環境負荷など、変わりゆくエネルギー情勢の中で、


低廉な価格で必要なときに必要な量のクリーンなエネルギーを安心して利用で


きる社会を実現する。また、時間・場所の制限を越え、エネルギー需給の無駄を


省き、エネルギーを余すことなく徹底的に活用することにより、環境負荷を減ら


し、日本全体で最適なエネルギー利用を実現する。 


このため、次の３つの社会像を実現したエネルギー最先進国を目指す。 
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① クリーンで経済的なエネルギーが供給される社会 


② 競争を通じてエネルギーの効率的な流通が実現する社会 


③ エネルギーを賢く消費する社会 


 
施策項目 施策内容及び実施期限 担当大臣 


電力システム改革


（再掲） 


「電力システムに関する改革方針」（平成 25 年４月２日閣


議決定）に基づく電力システム改革の第２段階として、電


気の小売業への参入の全面自由化に係る制度を構築するた


めの電気事業法の改正案を次期通常国会に提出し、平成 28


年を目途に、これを実施する。また、改革の第３段階とし


て、平成 30 年から平成 32 年までを目途に送配電部門の法


的分離や小売料金規制撤廃を実施するため、平成 27 年通常


国会に制度構築のための電気事業法の改正案を提出するこ


とを目指す。 


経済産業大臣


 
（３）安全・便利で経済的な次世代インフラの構築 


世界最先端の技術力を有するセンサーやロボットなどのデバイス・システム技


術や宇宙インフラによる測位・観測技術、データ管理・活用技術などが駆使され、


世界共通の課題であるインフラ老朽化問題対策のフロントランナーの地位を築


くため、次の二つの社会像の実現を目指す。 


① 安全で強靱なインフラが低コストで実現されている社会 


② ヒトやモノが安全・快適に移動することのできる社会 


 


施策項目 施策内容及び実施期限 担当大臣 


インフラ長寿命化


基本計画の策定 


「インフラ長寿命化基本計画」（平成 25 年 11 月 29 日イン


フラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議決定）に


基づき、国や地方公共団体等の各インフラを管理・所管す


る者は、平成 28 年度末までに「インフラ長寿命化計画（行


動計画）」を策定する。 


内閣総理大臣


（内閣官房長


官、復興大臣、


国家公安委員


会委員長、内


閣府特命担当


大臣（科学技


術政策）、内閣


府特命担当大


臣 （ 宇 宙 政


策）、内閣府特


命 担 当 大 臣


（経済財政政


策）、情報通信


技術（ＩＴ）


政 策 担 当 大


臣） 
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総務大臣 


法務大臣 


外務大臣 


財務大臣 


文部科学大臣


厚生労働大臣


農林水産大臣


経済産業大臣


国土交通大臣


環境大臣 


防衛大臣 


 
（４）世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の実現 


地域の資源を活用し、世界の消費者や企業を惹きつけることで、自律的･持続


的に稼ぎ、豊かに発展していく地域社会を成り立たせる。このため、次の２つの


社会像の実現を目指す。 


① 世界に冠たる高品質な農林水産物・食品を生み出す豊かな農山漁村社会 


② 観光資源等のポテンシャルを活かし、世界の多くの人々を地域に呼び込む社会 


 


施策項目 施策内容及び実施期限 担当大臣 


「農地中間管理機


構」による農地集


積・集約化 


「農地中間管理事業の推進に関する法律」に基づく農地中


間管理機構の整備を、平成 26 年度上期に 47 都道府県にお


いて完了させ、同機構を通じた農地集積・集約化を推進す


る。 


農林水産大臣


知的財産の保護の


強化を通じた６次


産業化の推進 


地域で育まれた伝統と特性を有する農林畜水産物の名称で


ある地理的表示を知的財産として保護するため、「特定農林


水産物等の名称の保護に関する法律案（仮称）」を次期通常


国会に提出する。 


農林水産大臣


経営所得安定対策


の見直し等 


「農林水産業・地域の活力創造プラン」（平成 25 年 12 月 10


日農林水産業・地域の活力創造本部決定）に基づき、以下


の項目を始めとする施策を推進する。 


・ 米の直接支払交付金について、激変緩和のための経過措


置として、平成 26 年産米から単価を 7,500 円に削減し


た上で、平成 30 年産米から廃止する。 


・ 米価変動補填交付金について、平成 26 年産米から廃止


する。 


・ 畑作物の直接交付金（ゲタ対策）及び米・畑作物の収入


減少影響緩和対策（ナラシ対策）について、平成 27 年


産から担い手（認定農業者、集落営農、認定就農者）を


対象として実施するため、所要の法案を次期通常国会に


提出する。 


農林水産大臣
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・ 米の生産調整の見直しを含む米政策の改革について、


「制度設計の全体像」（平成 25 年 11 月 26 日農林水産


業・地域の活力創造本部決定）に基づき着実に実行する。 


・ 食料自給率・自給力の向上を図るため、水田活用の直接


支払交付金により、飼料用米、麦、大豆等の戦略作物の


本作化を進め、水田のフル活用を図る。 


・ 農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るため、


地域内の農業者が共同で取り組む地域活動を支援する


日本型直接支払（多面的機能支払）について、平成 27


年度から法律に基づく措置として実施するため、所要の


法案を次期通常国会に提出する。 


外国人旅行者の滞


在環境の改善 


観光立国の推進や地域活性化の観点から、一定の不正防止


措置を講じることを前提に、平成 26 年 10 月より、現行制


度における免税対象品目を、飲食料品や化粧品等の消耗品


へ拡大し、全ての品目を消費税の免税対象とするとともに、


手続の簡素化を行う。 


財務大臣 


経済産業大臣


国土交通大臣
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３．「国際展開戦略」関連 


（１）海外市場獲得のための戦略的取組 


世界の膨大なインフラ需要を積極的に取り込むため、在留邦人や日系企業等の


安全対策を強化しつつ、日本の「強みのある技術・ノウハウ」を最大限に活かし


て、インフラシステムの受注を促進する。加えて、在外公館、政府関係機関など


を有効に活用しつつ、世界に通用する技術や意欲を持つ中堅・中小企業等の支援


や戦略的なクールジャパンの推進など我が国の優位性を最大限に活かし海外市


場獲得を図る。 


 
施策項目 施策内容及び実施期限 担当大臣 


インフラ輸出・資源


確保 


・ テロ・戦争等によるリスク、海外子会社による当該国内


や第三国との取引に係るリスク、海外プロジェクトへの


資金供給に係るリスクの引受を図るため、貿易保険法の


改正法案を次期通常国会に提出する。 


経済産業大臣 


 ・ 海外において交通事業又は都市開発事業を行う者等に


対し資金の供給、専門家の派遣その他の支援を行うこと


を目的とする「株式会社海外交通・都市開発事業支援機


構（仮称）」に関し、その設立、機関、財政上の措置等


を定めるため、「株式会社海外交通・都市開発事業支援


機構法案（仮称）」を次期通常国会に提出する。 


国土交通大臣 


 


（２）我が国の成長を支える資金・人材等に関する基盤の整備 


国内のあらゆる企業や人材がグローバル経済の利益を享受できる環境を整備


するとともに、海外の優れた人材や技術を日本に呼び込み、雇用やイノベーショ


ンの創出を図るため、日本国内の徹底したグローバル化を進める。 


 


施策項目 施策内容及び実施期限 担当大臣 


特区制度の抜本的


改革 


・ 国家戦略特別区域法に基づき設置された国家戦略特別


区域諮問会議における審議等を経た上で、平成 26 年の


早期に国家戦略特別区域基本方針を策定するとともに、


同年３月を目途に国家戦略特別区域を指定する。 


・ その後、特区ごとに、国家戦略特別区域会議を早急に立


ち上げるとともに、国・地方自治体・民間が三者一体で


作成する、具体的な規制の特例措置等を定めた国家戦略


特別区域計画の認定を行う。（再掲） 


内閣総理大臣


（内閣府特命


担当大臣（国


家戦略特別区


域）） 


 ・ 雇用ルールの明確化の観点からの雇用指針の作成を含


め、「国家戦略特区における規制改革事項等の検討方針」


（平成 25 年 10 月 18 日日本経済再生本部決定）に関連


する政省令等を整備し、平成 26 年４月からの同法の本


格施行に備える。（再掲） 


内閣総理大臣


（内閣府特命


担当大臣（国


家戦略特別区


域）） 
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総務大臣 


文部科学大臣


厚生労働大臣


農林水産大臣


経済産業大臣


国土交通大臣


 ・ 特区における事業を支援するため、即時償却を含む投資


を促進する税制の創設を「平成 26 年度税制改正の大綱」


において決定した。このための税制改正法案を次期通常


国会に提出する。（再掲） 


内閣総理大臣


（内閣府特命


担当大臣（国


家戦略特別区


域）） 


総務大臣 


財務大臣 


 


 


  







22 


三．重点施策の進捗及び実施の効果に関する評価 


 


 重点施策については、集中実施期間中、平成 26 年度以降の各年度において少なく


とも一回、各年度の１月を基本として、重点施策の進捗及び実施の状況を取りまと


め、重点施策の進捗及び実施の効果に関する評価を行うものとする。その際、実施


の効果に関する評価については、「日本再興戦略」に掲げられた、政策群ごとに達成


すべき成果目標（KPI：Key Performance Indicator）の達成状況を可能な限り勘案


して行うものとする。 


この評価の結果及び経済事情の変動を勘案して検討した上で、必要があると認め


るときは、本計画を改定するものとする。 


 








 企業ノウハウの活用・６次産業化の
推進


 農林水産物・食品の輸出促進


 意欲ある多様な担い手が農業を展
開するためのその他の環境整備


－農業委員会、農業生産法人、農業協
同組合の在り方等の検討（規制改革
会議と連携） 等


 「女性が輝く日本」の実現
－学童保育の待機児童解消等/
働き方の選択に対して中立的な税制・社会保障
制度/総理主導の情報発信等の場の開催 等


 「柔軟で多様な働き方ができる社会」の構築等
－「ジョブ型」等の「多様な正社員」の普及・拡大/
三位一体の労働時間改革（「時間で測れない創造
的な働き方」の実現） 等


 「企業外でも能力を高め、適職に移動できる社
会」の構築


 活力ある持続可能な地域社会の形
成及び中長期的発展のためのグラン
ドデザインの構築


－地域の成長中核圏の形成
－中長期的発展のための国のあるべき
将来像


 地方版成長戦略の推進


 中小企業・小規模事業者の活性化
－中小・小規模事業者連携推進/
新陳代謝の活発化 等


 訪日外国人旅行者数の拡大


 PPP/PFIの活用促進に向けた事業環
境・体制の整備


成長戦略進化のための今後の検討方針（案）の概要
・昨年６月の「日本再興戦略」の閣議決定以降、産業競争力会議分科会を中心に関係会議と連携し、「常に進化する成長戦略」とするための集中
的な議論を実施。その結果を「成長戦略進化のための今後の検討方針」として取りまとめ。今後、「検討方針」に従い検討を進め、年央に改訂す
る成長戦略へ反映。


・その際、潜在成長率の抜本的な底上げを図り、持続的な成長軌道にのせるため、３つの視点から検討する。


 イノベーション創出のための研究開発
環境の再構築


 ベンチャーを起爆剤としたイノベーショ
ンの推進


 IT利活用促進のための環境整備に向
けた新たなルール作り等の推進


 企業活動の活性化を図るための税制


 エネルギーの安定供給・コスト低減に
よる事業環境の向上


１．女性の活躍推進と全員参加型社会実現の
ための働き方改革


 医療・介護等の一体的サービス提供促進のための法人制
度改革等


－「非営利ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｶﾝﾊﾟﾆｰ型法人制度（仮称）」創設/
医療法人関連制度規制の見直し 等


 患者ニーズの充足、競争力強化等のための保険制度改革
－選定療養の対象拡充の仕組み/
費用対効果が低い医療技術の保険外併用療養継続利用の仕
組み/保険適用評価への費用対効果分析の導入 等


 予防・健康増進等の公的保険外サービス産業の活性化


 医療介護のICT化


１．社会保障の持続可能性確保と
質の高いヘルスケアサービスの成長産業化


 外国人受入環境の整備・技能実習制度の見直し
－外国人材受入のための司令塔設置/
必要分野・人数を見据えた外国人材活用の在り方の
検討/生活環境整備のための制度改革 等


 対内直接投資の促進体制強化
－海外企業経営ﾄｯﾌﾟからﾊｲﾚﾍﾞﾙの要望吸い上げ等


 国際金融センターとしての地位確立への挑戦


 首都圏空港の更なる機能強化


３．イノベーション・ベンチャー・
ITの加速化と事業環境の向上


２．日本社会の内なるグローバル化


２．農林水産業の成長産業化に向けた
改革


Ⅰ.働く人と企業にとって世界でトップレベルの活動しやすい環境の実現


Ⅱ.これまで成長産業と見做されてこなかった分野の成長エンジンとしての育成 Ⅲ.成長の果実の地域・中小企業
への波及と、持続可能性のあ
る新たな地域構造の創出


資料２－１





